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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

国土交通省 佐賀国道事務所 １ 道路交通安全施設等の整備 

（１） 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ア 道路管理者所管 

安全かつ円滑・快適な道路交通環境の向上を図るため、歩道や自転車歩

行者道の整備、交差点の改良、道路照明灯の整備等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《令和６年度実績》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 事業量 

一
種
事
業 

自転車歩行者道 

（交差点改良含む） 

 

４４４ｍ 

交差点改良 １箇所 

二 

種 

事 
業 

防護柵 ２０１ｍ 

道路標識 １５面 

区画線 ２２,２７７ｍ 

視覚障害者誘導表示 ６４０ｍ 

カラー舗装 ２箇所 

事業名 事業量 

一
種
事
業 

自転車歩行者道 ８８５ｍ 

視距改良 １箇所 

二 

種 

事 

業 

道路照明灯 １基 

防護柵  ７６３ｍ 

道路標識 ２４面 

区画線 １０６,４１２ｍ 

カラー舗装 １７箇所 



 

   - 2 - 

第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

県土整備部道路課 １ 道路交通安全施設等の整備 

（１）歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 
  ア 道路管理者所管 
    安全かつ円滑・快適な道路交通環境の確立を図るため、歩道及び自転車 
   歩行者道の整備、交差点の改良、道路照明の整備等の事業を促進する。 
 
   ◎ 県管理分 
     ・道路整備交付金事業 
      （社会資本整備総合交付金） 
     ・道路整備交付金事業         ３，５５１，０５１千円 
      （防災・安全社会資本整備交付金） 
     ・道路橋りょう補助事業 
     ・地方特定道路整備事業 
     ・交通安全施設事業             （単位：千円） 

事業名 事業量 事業費 

一
種
事
業 

歩   道 １．３０ｋｍ １，１０７，６００ 

自転車歩行者道 ０．７０ｋｍ １，０７３，７０８ 

交差点改良 ３箇所 ３２４，８００ 

防護柵 ０ｋｍ ０ 

小  計 ２，５０６，１０８ 

二
種
事
業 

道路照明 ２８９基 １９６，５７１ 

防護柵 ８．０ｋｍ ３９５，１１４ 

道路標識 １７４基 １０１，４５２ 

区画線 １８０．６ｋｍ ２７５，７５６ 

視線誘導標 ６２４本 ３５，２１９ 

道路付属物補修 ６２２箇所 ３４，９８８ 

道路反射鏡 １３面 ５，０７０ 

道路距離標 ６本 ７７３ 

小  計 １，０４４，９４３ 

合  計 ３，５５１，０５１ 
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《令和５年度実績》 
 

◎ 県管理分 
・道路整備交付金事業 

(社会資本整備総合交付金) 

・道路整備交付金事業          ３，５２４，５４０千円 
(防災・安全社会資本整備交付金事業) 

・交通安全施設事業 
          

（単位：千円） 
事業名 事業量 事業費 

一
種
事
業 

歩   道 ０．８８ｋｍ ７８８，７４４ 

自転車歩行者道 １．０８ｋｍ １，３６４,０１２ 

交差点改良 ３箇所 １０４，８３０ 

防護柵 ０．１２ｋｍ ４６０，２５６ 

小  計 ２，７１７，８４２ 

二
種
事
業 

道路照明 ２２３基 １５１，７５３ 

防護柵 ６．２ｋｍ ３０５，０２９ 

道路標識 １３４基 ７８，３２１ 

区画線 １３９．５ｋｍ ２１２，８８４ 

視線誘導標 ４８２本 ２７，１８９ 

道路付属物補修 ５１１箇所 ２７，０１１ 

道路反射鏡 １０面 ３，９１４ 

道路距離標 ５本 ５９７ 

小  計 ８０６，６９８ 

合  計 ３，５２４,５４０ 
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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

  
警察本部交通規制課 １ 道路交通安全施設等の整備 

（１） 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ア 公安委員会所管 

特に交通の安全を確保する必要がある道路について、交通事故実態の調

査・分析を行いつつ、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等整備事

業を推進することにより、交通環境を改善し、交通事故の防止と交通の円

滑化を図る。 

 

（ア） 重点的な推進項目 

ａ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

(a) ゾーン３０プラス等の推進 

(b) 通学路対策の推進 

(c) 歩行空間のバリアフリー化 

(d) 自転車通行空間の整備 

ｂ 幹線道路等における交通の安全と円滑の確保 

事故危険箇所の対策 

ｃ  交通円滑化対策の推進 

信号機の高度化、駐車対策の推進 

ｄ ＩＴ化の推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

(a) 交通管制システムの充実・高度化 

(b) 信号機の高度化等 

(c) 新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の推進 

 

(イ)  具体的な推進項目 

ａ 道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）等による迅速・的確な交

通情報の提供を行い、交通の安全と円滑を図る。 

ｂ 道路交通の実態に即した信号機の新設を行うとともに、既設信号

機の高度化、地域制御化を推進する。 

ｃ 視覚障害者用付加装置等信号機への高度化改良を図り、交差点で

の高齢者、障害者等の道路横断を支援する。 

ｄ 交通死亡事故等の重大事故発生時に道路管理者等と連携した現場

点検を実施し、道路交通環境を改善することにより交通事故の再発

防止を図る。 

ｅ 通学路等におけるゾーン３０プラス等の整備や道路標識及び道路

標示の高輝度化等を推進する。 
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（ウ） 特定交通安全施設整備事業 

     （令和７年度当初事業） 

（単位：千円） 

   事 業 名 事業量 事 業 費 

交通管制センター － ６０，６８５ 

交通管制 
端末装置 集中制御機 ９基 ４０，０８６ 

信号機 

改 良 

多現示化 ４基 ５，７４８ 

視覚障害者用付加装置 ４基 １０，９２８ 

歩行者支援装置Ⅰ １基 ３，７１５ 

信号機電源付加装置Ⅰ １基 ７，７５１ 

信号機電源付加装置Ⅱ １基 ４，０１１ 

信号機移設Ⅱ １基 ２，４８１ 

道路標識・標示 － ７，８１５ 

その他           調査費  ２，９８０ 

合             計 １４６，２００ 

 

 

 

（エ） 信号灯器ＬＥＤ化推進事業 

     （令和７年度当初事業） 

（単位：千円） 

   事 業 名 事業量 事 業 費 

車両用灯器 216 式 ５４５，８３２ 

歩行者用灯器 134 式 ３１８，９２０ 

合             計 ８６４，７５２ 
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（オ） 県単交通安全施設整備事業 

（単位：千円） 

事 業 名 事業量 事 業 費 

信号機新設 ２基 ４２，９４４ 

信号機

改良 

信号機移設Ⅱ １基 ２，４８１ 

信号機撤去 ２基 ２，０００ 

道路標識 － ３１，３５６ 

道路標示 － ６７，００１ 

その他           需用費 － ４，３８２ 

合             計 １５０，１６４ 

 

 

《令和６年度実績》 

 

 （単位：千円）   

総事業費   

［内訳］ 

特定交通安全施設整備事業 １１０，５３６ 

信号灯器ＬＥＤ化推進事業 ６９６，４８２ 

県単交通安全施設整備事業 ２２０，４７５ 

 

特に交通の安全を確保する必要がある道路について、事故実態の調査・

分析を行いつつ、計画的かつ重点的に、交通安全施設等の整備を推進する

ことにより、交通環境を改善し、交通事故の防止と交通の円滑化に努めた。 

 

（１）具体的な推進状況 

ア  道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）等による迅速・的確な交

通情報の提供を行い、交通の安全と円滑を図るため、端末装置の高

度化更新及び増設を実施した。 

交通管制中央装置 

交通管制端末装置 

集中制御機更新 １６基 

情報収集装置Ⅱ ３基 

監視用テレビⅡ １基 
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イ  道路交通の実態に即した信号機の新設を行うとともに、既設信号機

の改良等を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ウ 通学路における交通安全対策を推進した。 

 

道路標示 更新 ３３箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信号機新設 ２基 

信号機改良 

多現示化 ３基 

歩行者支援装置 １基 

視覚障害者用付加装置 ４基 

信号機電源付加装置Ⅰ 1 基 

信号機電源付加装置Ⅱ １基 

ＬＥＤ化(車両用灯器) １８６式 

ＬＥＤ化(歩行者用灯器) １２５式 

信号機撤去 １基 
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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

県民環境部くらしの安全安心課 

県土整備部道路課 １ 道路交通安全施設等の整備 

（１） 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

ア 生活道路における交通安全対策の推進 

生活道路においては、高齢者・こどもを含む全ての歩行者や自転車が安 

全で安心して通行できる環境を確保し、重大事故の未然防止を図らなけれ 

ばならず、引き続き、自動車の速度抑制のための道路交通環境整備を進め 

ていく。 

令和 3年 8月からは､道路管理者と警察が連携し､最高速度 30km/hの区域 

規制とハンプ等の物理的デバイスの適切な組み合わせにより､交通安全の 

向上を図ろうとする区域を「ゾーン 30 プラス」として設定し、生活道路に 

おける人優先の安全・安心な通行空間の整備が開始された。 

佐賀県においても、「ゾーン 30 プラス」の取組をはじめ､引き続き、生 

活道路における安全確保に向けた施策を推進するため、「広報・啓発」、 

「道路交通環境の整備」、「交通規制・交通指導取締り」など、関係実施 

機関が連携し､一体となって対策を推進していく。 

（ア）交通安全思想の普及徹底 

交通事故防止対策「SAGA BLUE PROJECT」事業として、デザインのチカ 

ラを活用した交通事故防止の広報啓発活動を推進するとともに、ゾーン 30 

プラスをはじめ交通事故防止対策事例を県民に周知する活動を実施する。 

また、市町の交通安全係・道路整備係に対して、事例紹介と取組強化に  

向けた協力依頼を行うとともに、各種会議等を通じて、生活道路における 

安全確保に向けた対策事例の広報啓発活動を実施する。 

（イ）道路交通環境の整備 

生活道路における自動車の速度抑制のため、路面標示を始めとした物理 

的デバイスの設置を進める。 

また、各市町道路整備部門へ物理的デバイスのメリット・デメリット等 

の効果の周知に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   - 9 - 

第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

         

県土整備部まちづくり課 １ 道路交通安全施設等の整備 

（２） その他の交通安全施設等整備事業の推進 

ア 街路事業 

 市街地における交通の混雑を緩和するとともに、歩行者及び自転車利用

者の交通の安全を確保するために歩道及び自転車道の整備を推進する。 

 

事業名 事業量 

歩道及び自転車道の整備 
１２箇所    ３．６km 

うち完成予定延長０．１km 

 

 

《令和６年度実績》 

 

ア 街路事業 

 

事業名 事業量 

歩道及び自転車道の整備 
１０箇所   ３．１km 

うち完成延長 ０．０km 
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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

警察本部交通規制課 ２ 効果的な交通規制の推進 

（１） 交通実態の変化等に即した交通規制 

実勢速度、路上駐車等の地域の交通実態や地域住民等の意見等を踏まえ、

速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について、常に点検・見直

しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情

の変化を的確に把握して、ソフト・ハード面での総合的な対策を実施する。 

また、道路交通法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第248号）が  

令和８年９月１日に施行され、中央線等が設置されていない一般道路につい

ては、法定速度が60キロメートル毎時から30キロメートル毎時に引き下げら

れることとなるため、新たな法定速度について県民に向けた広報啓発を推進

する。 

 

（２） 高速自動車国道等における交通規制 

高速自動車国道等については、交通事故、異常気象等の交通障害発生時に、 

その状況に応じた臨時交通規制を迅速かつ的確に実施することで、二次事故

の防止を図る。 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 交通実態の変化等に即した交通規制 

   ア 最高速度規制等の見直し 

交通実態の変化等に伴い、県内８路線の最高速度規制の見直しを行っ

た。 

イ 信号制御の見直し 

車両交通量や混雑の度合いに応じた信号秒数のきめ細かい調整、歩行者

横断時間の調整、幹線道路の近接した各信号機の連動機能の向上、夜間に

おける信号機閃光運用の見直し等、道路利用者からの相談・要望等に応じ

た交通量実態を把握して令和６年度は５３箇所の信号制御の改善を図っ

た。 

 

（２） 高速自動車国道等における交通規制 

交通事故、悪天候等の交通障害発生時に、その状況に応じた、臨時交通規

制を迅速かつ的確に実施し、二次事故の防止を図った。 

 

 交通事故 悪天候 その他 計 

最高速度 ３０４回 ３１９回 ４，６２７回 ５，２５０回 

通行止め ２回 ０回 ０回  ２回 

計 ３０６回 ３１９回 ４，６２７回 ５，２５２回 

                                （令和６年度中の回数）                                                                                                        
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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

警察本部交通規制課 ３ 災害に備えた道路交通環境の整備 

（１） 災害に強い交通安全施設等の整備 

地震、豪雨等による災害が発生した場合においても、安全な道路交通を確

保するため交通管制センター、交通流監視カメラ、各種車両感知器、交通情

報板等の交通安全施設の整備及び通行止め等の交通規制を迅速かつ効果的に

実施するための交通規制資材の整備を推進する。また、災害発生時の停電・

水没に起因する信号機の機能停止による混乱を防止するため、主要な交差点

の信号機にはリチウム電池内蔵型の制御機や、自動起動型発動発電機などの

信号機電源付加装置の整備、浸水予想区域の防水機器の整備、交通安全施設

の設置設計の見直しを推進する。 

特に、本県には原子力発電所があることから、同発電所の災害発生時にお

ける住民等の避難円滑化のため、避難経路上の信号機に整備した遠隔操作装

置を活用するとともに、信号機の滅灯による混乱の防止対策としての非常用

電源の整備を推進する。 

 

（２） 災害発生時における交通規制 

災害発生時は、災害応急対策を的確かつ円滑なものとし、また、混乱を最

小限に抑えるため、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）、道路交

通法（昭和３５年法律第１０５号）等に基づき、交通安全施設等を効果的に

活用した交通規制の迅速かつ的確な実施を図る。 

また、被災地への車両の流入抑制等を効果的に実施するため、災害の状況

や交通規制等に関する情報を的確に提供する。 

 

（３） 災害発生時における情報提供の充実 

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収

集・分析・提供し、復旧や緊急交通路、緊急輸送道路等の確保及び道路利用

者等への道路交通情報の提供等に資するため、交通流監視カメラ、車両感知

器、道路情報提供装置の整備を推進するとともに、インターネット等情報通

信技術（ＩＴ）を活用した道路・交通に関する災害情報等の提供を推進する。 
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第１章 道路交通の安全  

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

警察本部交通指導課 ４ 総合的な駐車対策の推進 

(１) 違法駐車対策の推進 

違法駐車対策については、地域の駐車実態に応じた取締り活動ガイドライ

ンを策定・公表し、当該ガイドラインに基づき、悪質性・危険性・迷惑性の高

い違反に重点を置いた取締りを推進する。 
取締り活動ガイドラインについては、定期的な見直しを行い、違法駐車の

実態を反映したものになるよう努める。 

運転者の責任を追及できない放置車両について、当該車両の使用者に対す

る放置違反金納付命令及び繰り返し放置違反金納付命令を受けた使用者に対

する使用制限命令の積極的な活用を図り、使用者責任を追及する。他方、交通

事故の原因となった違反や常習的な違反等悪質な駐車違反については、運転者

の責任追及を徹底する。 

 

 

《令和６年中実績》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放置駐車違反（標章貼付件数） ６３６件 
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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

警察本部交通規制課 ５ 交通管制システムの活用 

(１) 交通管制システムの整備・充実 

交通需要等の増加等に伴い、交通事故が多発している都市部を中心に、交

通管制センターの高度化等を行うなど、交通管制システムを効果的に整備し、

充実させる。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

(１) 交通管制システム端末装置の更新及び高度化 

交通管制システム端末装置である集中制御機の更新を行うとともに、端末

側の改良に対応して交通管制システムの改修を行い、交通量の変化に応じた最

適な信号制御、きめ細やかな交通情報の提供を実現し、交通の安全と円滑を推

進した。 
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第１章 道路交通の安全 

第１節 道路交通環境の整備 実施機関 

 

警察本部交通規制課 ６ 交通安全に寄与する道路交通環境の

整備 

(１) 道路使用の適正化 

工作物の設置、工事等のための道路の使用許可に当たっては、安全かつ円

滑な道路交通を確保するために適正な運用を行うとともに、許可条件の履行の

適正化について指導する。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

(１) 道路使用の適正化 

工作物の設置・工事等のための道路使用については、道路構造の保全と安

全かつ円滑な道路交通環境を実現する、適正な許可業務の管理を行うととも

に、佐賀南・佐賀北警察署管内については、佐賀県交通安全活動推進センター

による道路使用許可条件の履行状況及び原状回復状況の調査と確認を徹底し

た。 

 

令和６年度の調査件数 １，３９６回 
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

県民環境部くらしの安全安心課 １ 段階的かつ体系的な交通安全教育の

推進 

（１） 幼児に対する交通安全教育の推進 

家庭における交通安全教育を推進するため、交通対策協議会・関係機関・

団体の協力を得て、保護者や高齢者を中心とした家族ぐるみの交通安全意識

の高揚を図るとともに、地域においても市町・自治会・見守り団体などに働

きかけるなどして幼児の交通安全教育を支援する。 

 

（２） 児童に対する交通安全教育の推進 

心身の発達や地域の実情に応じて、歩行者及び自転車利用者としての交通

安全教育を推進するため、学校当局をはじめ、家庭や地域、関係機関・団体

に対して交通安全教室を開催するよう要請するとともに、開催を支援する。 

 

（３） 生徒等に対する交通安全教育の推進 

自転車も「車両」であることを早期に認識させ、思いやりの気持ちと自他

の交通安全にも配意するように、関係機関・団体と協力して自転車の安全利

用に必要な知識及び交通ルールの遵守(特に、ヘルメット着用の努力義務化を

始めとした自転車安全利用五則の周知)の広報啓発を行う。 

 

（４） 成人等に対する交通安全教育の推進 

ア 交通事故を起こしやすい３０歳未満の若者を対象に、運転中の携帯電話

使用や脇見運転の禁止、通学路・生活道路での速度抑制を促し、事故防止

を図るための広報啓発を行う。 

イ 毎月の県内の交通事故状況の分析結果や交通安全に関するタイムリーな

記事等を掲載した「交通安全ニュース」を発行して、団体、事業所へ配付

するとともに、県のＨＰに掲載して広報啓発を図る。 

ウ 夕暮れ時の早めのライト点灯の励行とともに、前照灯はハイビームが原

則であることの広報啓発を図る。 

 

（５） 高齢者に対する交通安全教育の推進 

ア 高齢者の交通事故を防止するため、高齢者交通安全五則(まみむめも)の

広報啓発を強化するとともに、ハンドサインで渡ろう運動の促進、夜間に

おける反射材用品の利用促進を図る。 

イ 令和４年に作成したハンドサイン動画・ハンドサイン実証実験動画・反

射材着用実証実験動画の視聴、ハンドスコープを活用した反射材視認性効

果体験を実施し、ハンドサイン横断の促進や反射材の着用促進を図る。 
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《令和６年度実績》 

 

（１） 幼児に対する交通安全教育の推進 

交通対策協議会・関係機関・団体の協力を得て、保護者や高齢者を中心と

した家族ぐるみの交通安全意識の高揚を図った。 

 

（２） 児童に対する交通安全教育の推進 

心身の発達や地域の実情に応じて、歩行者及び自転車利用者としての交通

安全教育を推進するため、学校当局をはじめ、家庭や地域、関係機関・団体

に対して交通安全教室を開催するよう要請した。 

 

（３） 生徒等に対する交通安全教育の推進 

関係機関・団体と協力して自転車の安全利用に必要な知識及び交通ルール

の遵守(令和４年11月1日改正自転車安全利用五則の周知)について広報啓発

を実施した。 

また、令和５年４月１日の全ての自転車利用者に対するヘルメット着用努

力義務化に伴い、同年２月に各教育機関に対して、広報啓発を要請した。 

 

（４） 成人等に対する交通安全教育の推進 

ア 交通事故を起こしやすい３０歳未満の若者を対象に、運転中の携帯電話

使用や脇見運転の禁止を促し、事故防止を図るため、ＳＮＳ等を活用した

広報啓発活動を実施した。 

イ 毎月の県内の交通事故状況の分析結果や交通安全に関するタイムリーな

記事等を掲載した「交通安全ニュース」を発行して、団体、事業所へ配付

するとともに、県のＨＰに掲載した。 

ウ 夕暮れ時の早めのライト点灯を行うとともに、前照灯はハイビームが原

則であることを「原則ハイビーム」として、幅広く広報啓発を実施した。 

 

（５） 高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者の交通事故を防止するため、高齢者が集まるイベントにおいて、ハ

ンドサイン動画・ハンドサイン実証実験動画・反射材着用実証実験動画の視

聴、ハンドスコープを活用した反射材視認性効果体験を実施し、高齢者に安

全な行動に繋げてもらうための参加・体験型の高齢者交通安全イベントを計

３回開催した。 
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

教育委員会事務局学校教育課 
１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の

推進 

（３） 生徒等に対する交通安全教育の推進 

ア 「安全教育の充実に係る指導事例」の周知 
文部科学省委託「学校安全総合支援事業」に取り組んだモデル地域の取

組成果をまとめた報告書を冊子にして、県内の学校及び関係機関等に送付

することで、交通事故に対する安全教育を普及・啓発する。 
   イ 交通安全教室の実施 

学校における安全対策を実施する中で、各県立学校並びに各市町立小中

学校及び義務教育学校において、児童生徒を対象とした交通安全教室を年

１回以上開催し、交通マナー向上及び交通事故防止のための安全教育の充

実を図るよう通知する。 

ウ 高等学校生徒指導連盟総会及び研究集会での指導 

県内高等学校の管理職・生徒指導主事・生徒指導担当者が一堂に会する

総会及び研究集会において、交通安全教育の充実した実施について指導助

言を行う。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（３） 生徒等に対する交通安全教育の推進 

ア 「安全教育の充実に係る指導事例」の周知 
文部科学省委託「学校安全総合支援事業」に取り組んだモデル地域の取

組成果をまとめた報告書を冊子にして、県内の学校及び関係機関等に送付

することで、交通安全教育を普及・啓発した。 
   イ 交通安全教育の実施 

学校における安全対策の実施の中で、各県立学校並びに市町立小中学校

及び義務教育学校において、児童生徒を対象とした交通安全教室を年１回

以上開催し、交通マナーの向上及び交通事故防止のための安全教育の充実

を図った。 

ウ 高等学校生徒指導連盟総会及び研究集会での指導 

県内高等学校の管理職・生徒指導主事・生徒指導担当者が、一堂に会す

る総会及び研究集会において、交通安全教育の充実実施について指導助言

を行った。 
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

健康福祉部長寿社会課 
１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の

推進 

（５） 高齢者に対する交通安全教育の推進 

ア 老人クラブ等における交通安全教室の開催 

市町の老人クラブ連合会や単位老人クラブの活動の中で、高齢者の交通

安全意識を高め交通事故防止を図ることを目的に、高齢者自ら高齢者に対

する交通安全教室を開催する。 

イ 交通安全講習会等への参加 

各老人クラブにおいて、交通対策協議会等が開催する交通安全講習会や

研修会等への積極的な参加の促進を図る。 

ウ 交通安全に対する啓発 

一般財団法人佐賀県老人クラブ連合会が主催する各種会議・研修会等の

場において、交通安全に関する啓発活動を実施している関係団体・機関と

連携を図り、交通安全に関する啓発資料を配布し、交通安全意識を高める。 

 

 

≪令和６年度実績≫   

 

令和６年度の交通安全教室の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ６５歳以上推計人口は、佐賀県人口移動調査（Ｒ６．０４）、老

人クラブ数、会員数は令和６年４月１日現在、交通指導員数･開催状

況･参加者数については概数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 令和６年度 

 ６５歳以上推計人口 ２４９，０５８人 

 老人クラブ数 ９１２団体 

 老人クラブ会員数 ４１，８９９人 

 老人クラブ交通指導員数 ５８５人 

 交通安全講習会開催状況 ２７３回 

 交通安全講習会参加者数 ２，９５７人 
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

警察本部交通企画課 １ 段階的かつ体系的な交通安全教育の

推進 
（１） 幼児に対する交通安全教育の推進 

ア 基本的な交通ルールの遵守や交通マナーを実践する行動を習得させる

とともに、安全な道路の通行に必要な基本的知識・技能を習得させるため、

市町及び関係機関・団体と協力して、保育園・幼稚園等における視覚的教

材等を活用した交通安全教室の開催に努める。 

イ 日常のあらゆる場面を捉えた交通安全教育を行うため、家庭や関係機

関・団体等に対する交通安全教育の推進を図る。 

 

（２）  児童に対する交通安全教育の推進 

ア 歩行者及び自転車利用者として必要な技能・知識を習得させるととも

に、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識

及び能力を高めるための交通安全教育を推進するため、学校等をはじめ、

家庭や地域、関係機関・団体と連携した交通安全教室を開催する。 

  特に、歩行中の児童の事故は、小学校１，２年生の負傷者が多いという

実態について、保護者や学校関係者等への理解の浸透を図る。 

イ 道路を安全に横断するための交通ルールの周知を図るため、学校等周

辺の道路の具体的な危険箇所を取り上げるなど、児童に関心を持たせる

ための工夫を凝らした効果的な交通安全教育に努める。 

 

（３） 生徒等に対する交通安全教育の推進 

ア 関係機関・団体と連携し、自転車利用者として安全に道路を通行するた

めに必要な技能・知識を習得させるとともに、自己の安全だけでなく、他

人の安全に配慮できるよう、責任をもった安全利用について、自転車交通

安全教室を積極的に開催する。 

イ 自転車利用者の交通マナーの向上を図るため、通学路や主要交差点等で

の街頭指導を強化するとともに、交通社会の一員として責任をもった行動

ができるよう関係機関・団体と連携した交通安全教室を積極的に開催し、

生徒の交通事故を抑止する。 

 

（４）成人等に対する交通安全教育の推進 

  ア 運転者に対する教育 

    安全運転管理者等に対する法定講習のほか、事業所、企業等において、

運転者としての社会的責任の自覚、安全運転に必要な技能・知識（特に、

危険予測・回避能力）の向上及び交通安全意識・交通マナーの向上のため

の交通安全教育を推進する。 

    イ 自転車利用者に対する教育 

自転車利用者が多数認められる大学等の教育機関や企業に対し、関係機

関・団体と連携して、自転車の安全利用を含む交通安全教育を推進する。 
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（５） 高齢者に対する交通安全教育の推進 

ア 高齢歩行者の交通死亡事故が、夜間・横断中に発生している状況を踏ま

え、夜間における反射材用品の着用促進を図るとともに、道路横断に関す

る交通ルールの遵守を促し、ハンドサインを用いた横断など安全な交通行

動を実践できるよう、参加・体験・実践型の交通安全教育を推進する。 

イ 高齢運転者が第一当事者となる交通死亡事故が多く発生している状況を

踏まえ、シミュレーターを活用した参加・体験型の交通安全教育を積極的

に実施し、加齢に伴う身体機能の変化が運転者としての交通行動に及ぼす

影響を理解させるとともに、交通事故を未然に回避するための安全な行動

の習得を図る。 

ウ  交通事故に遭遇するような危険な行動が見受けられる高齢者や交通事故 

の当事者となった高齢者を中心に、自宅訪問等の個別指導を行い、当事者 

のみならず家族に対しても交通安全への協力を得て、家庭での交通安全意 

識の高揚と交通事故防止を図る。 

エ 日頃から高齢者世帯を訪問する機会の多い民生委員や地域交通安全活動

推進委員等と連携した広報啓発活動等を実施するなど、日常的に必要な知

識の習得が行われるよう地域ぐるみの支援体制を構築する。 

  オ 自転車乗用中死者のうち高齢者の割合が高いことを踏まえ、関係機関 

・団体等と連携し、自転車事故の実態や乗車用ヘルメットの着用による被 

害軽減効果について効果的な広報活動を推進し、乗車用ヘルメットの着用 

推進を徹底する。 

 

（６） 障害者に対する交通安全教育の推進 

       障害者施設等において、交通安全のために必要な技能及び知識の習得のた

め、障害の程度に応じたきめ細かい交通安全教育を行うとともに、施設職員

等を対象とした交通安全教育を推進する。 

 

（７） 外国人に対する交通安全教育の推進 

    外国人を雇用する企業等において、日本国内における交通ルールや、母国

との交通安全に対する考え方の違いを理解させるなど、効果的な交通安全教

育を推進する。 
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《令和６年中実績》 

（１） 幼児に対する交通安全教育の推進         

 

 

（２） 児童に対する交通安全教育の推進 

 

 

 

                          

（３） 生徒に対する交通安全教育の推進 

○ スケアードストレイト方式による交通安全教室の実施 

県内の６高校において、スケアードストレイト方式による参加・体験型

の自転車教室を実施した。 

 

    

 

 

 

（４） 成人等に対する交通安全教育の推進 

 

 

 

 

（５） 高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者に対する交通安全教室の開催 １４２回 ５，３７２人 

高齢者世帯訪問の実施 ３２，９０５人 

地域交通安全運動推進委員の委嘱 県内１４６人 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通教室等の開催         ８９回 ４，９０３人 

小学生対象の交通安全教育等 １３０回 ２０，０８０人 

   ※うち、自転車教室 ５６回 ９，９７３人 

中学生対象の交通安全教室等 ６１回 １４，８２０人 

※うち、自転車教室 ５９回 １４，４７９人 

高校生対象の交通安全教室等 ４１回 １６，７４７人 

※うち、自転車教室 ３６回 １５，５１０人 

一般運転者講習会等 ２１３回 ９，２８１人 

安全運転管理者法定講習 １７回 ３，７０７人 
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

県民環境部くらしの安全安心課 ２ 効果的な交通安全教育の推進 

（１） 交通安全指導の充実 

ＰＴＡ、婦人会、交通安全母の会、青年団、老人クラブ、公民館等が行う

地域教育活動の事業に、交通安全活動を組み入れるよう働きかけ、地域社会

における交通安全思想の普及高揚を図る。 

 

（２） 社会教育関係団体を通じての交通安全指導の促進 

ＰＴＡ、交通安全母の会、青年団等の社会教育関係団体に対し、交通安全

県民運動の推進を各団体及び地域社会で盛り上げていくよう要請する。 

 

（３） 地域ボランティア組織等を通じての交通安全指導の促進 

    家族ぐるみ、地域ぐるみの交通安全教育を推進するため、「交通安全は家

庭から」を活動指針とする交通安全母の会の活動等を支援する。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 交通安全指導の充実 

  佐賀県交通対策協議会構成機関・推進機関・団体の参加による交通安全県

民運動を展開することで、地域社会における交通安全思想の普及高揚を図っ

た。 

 

（２） 社会教育関係団体を通じての交通安全指導の促進 

ＰＴＡ、交通安全母の会、青年団等の社会教育関係団体に対し、各季の交

通安全県民運動実施要領等を送付する際、重点事項に対する取組の強化及び

各団体の活動を通じて地域における交通安全指導の推進を依頼した。 
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関  
県民環境部まなび課 

教育委員会事務局学校教育課 ２ 効果的な交通安全教育の推進 

（１） 交通安全指導の充実 

ＰＴＡ、婦人会及び公民館等の地域教育活動の事業で、交通安全思想の普

及高揚を図る。 

（２） 社会教育関係団体を通じての交通安全指導の促進 

社会教育関係団体に対し、交通安全活動に取り組み、県民運動の推進を各

団体及び地域社会で図っていくよう要請する。 

また、交通安全思想の普及高揚を図る運動の呼びかけを行う。 

 

（３） 地域ボランティア組織等を通じての交通安全指導の促進 

  児童・生徒等の登下校時を含めた地域ぐるみの安全対策のために、文部科

学省から配布された「やってみよう！登下校見守り活動ハンドブック」を、

佐賀県県民環境部くらしの安全安心課交通事故防止特別対策室と連携し、各

学校やボランティア組織等へ配布し、積極的な活用を促す。 
 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 交通安全指導の充実 

ＰＴＡ、婦人会及び公民館等の地域教育活動の事業に、交通安全活動を組

み入れるよう働きかけ、地域社会における交通安全の普及高揚を図った。 

（２） 社会教育関係団体を通じての交通安全指導の促進 

社会教育関係団体に対し、交通安全活動に取り組み、県民運動の推進を各

団体及び地域社会で図っていくよう要請した。 

また、交通安全思想の普及高揚を図る運動の呼びかけを行った。 

 

（３） 地域ボランティア組織等を通じての交通安全指導の促進 

児童・生徒等の登下校時を含めた地域ぐるみの安全対策のために、文部科 

学省から配布された「やってみよう！登下校見守り活動ハンドブック」を、 
佐賀県県民環境部くらしの安全安心課交通事故防止特別対策室と連携し、各 
学校やボランティア組織等へ配布し、積極的な活用を促した。  
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第１章 道路交通の安全 

第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

県民環境部くらしの安全安心課 ３ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

（１） 交通安全県民運動の推進 

悲惨な交通事故のない安全で安心な佐賀県の実現に向け、県民全体への交

通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しいマナーを習慣付

けるため、県民総参加による交通安全運動を展開する。 

ア 年間の重点推進事項 

（ア）横断歩道における歩行者保護とハンドサイン横断による歩行者の安全

確保  

（イ）高齢者の交通事故防止                       

（ウ）携帯電話使用を始めとした「よかろうもん運転」の根絶         

（エ）飲酒運転等の悪質・危険な運転の根絶                

（オ）自転車等のヘルメット着用と交通ルール遵守の徹底                      

（カ）「原則ハイビーム」と明るい服装・反射材による夜間の交通事故防止  

（キ）全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底   

イ 各季の交通安全県民運動 

（ア）春の交通安全県民運動（ ４月 ６日～ ４月１５日 全国一斉） 

（イ）夏の交通安全県民運動（ ７月１０日～ ７月１９日 県下一斉） 

（ウ）秋の交通安全県民運動（ ９月２１日～ ９月３０日 全国一斉） 

（エ）冬の交通安全県民運動（１２月１１日～１２月２０日 県下一斉） 

   ウ 期間を定めて実施する運動 

（ア）自転車のルール遵守とマナーアップ運動 (５月中 １箇月間） 

（イ）夕暮れ時の早めのライト（前照灯）点灯運動 

(１０月１日～１２月３１日 ３箇月間） 

エ 日を定めて実施する運動 

（ア）交通事故死ゼロを目指す日     ４月１０日・９月３０日 

（イ）交通安全日・「やめよう！佐賀のよかろうもん運転」の日 

            毎月 １日 

（ウ）こどもと高齢者の交通安全の日   毎月１０日 

（エ）県民交通安全の日         毎月２０日 

（オ）飲酒運転根絶の日         毎月２５日 

 

（２） 交通事故防止対策「ＳＡＧＡ ＢＬＵＥ ＰＲＯＪＥＣＴ」事業 

平成２７年７月に立ち上げた「佐賀県交通事故ワースト１からの脱却！」

緊急プロジェクトをさらに効果的なものとするため、県内の交通事故の特徴

を踏まえた対策を講じていくとともに、デザインのチカラを活用し、交差点

等のカラー化や、広報啓発を行う「ＳＡＧＡ ＢＬＵＥ ＰＲＯＪＥＣＴ」を

展開する。 

 

（３） 横断歩行者を含む歩行者の安全確保の徹底 

道路を横断中の歩行者が、車両と衝突して死傷する交通事故が後を絶たな
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いことから、車両の運転者に対する「横断歩道以外の道路横断者の存在とそ

の危険性」の意識付けと、道路横断者に対しては、手を上げたり、目を合わ

せたりして、車両の運転手に道路を横断する意思を明確に伝える「ハンドサ

インで渡ろう」運動を推進することにより、道路横断中における交通事故防

止を図る。 

 

（４） 自転車等の安全利用の推進 

自転車及び特定小型原動機付自転車利用者のヘルメット着用を始めとし

た「自転車安全利用五則」を活用した広報啓発活動を実施して、自転車等の

交通ルールの遵守とマナーの向上など安全意識の高揚を図る。 

また、５月中の「自転車のルール遵守とマナーアップ運動」の実施に伴い、

各自治体、関係機関・団体等への安全利用強化の取組を依頼する。 

 

（５） 後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底 

車両乗車中による交通事故の死傷者を減少させるため、関係機関・団体と

連携して、後部座席を含めた全ての座席のシートベルト着用についての広報

啓発を推進する。 
 

（６） チャイルドシートの正しい使用の徹底 

車両同乗中による幼児・児童の交通事故の死傷者を減少させるため、関係

機関・団体と連携して、チャイルドシートの正しい使用についての広報啓発

を推進する。 
 
（７） 反射材用品の着用促進 

夜間における歩行者等の交通事故防止を図るため、関係機関・団体と連携

して反射材用品の着用促進に努めるとともに、関係機関団体が行う児童・生

徒、高齢者に対する自転車教室及び交通安全講習会等において、反射材の視

認効果・利用方法等の理解促進を働きかける。 

また、近年、夜間歩行中の高齢者が車両と衝突して、死亡する事故が多い

ものの、被害者の多くが反射材を着用していなかったことから、高齢者に対

し、身に付けたくなるような反射材の配布や、孫世代からの反射材プレゼン

ト等を実施し、反射材の着用率向上を図る。 
 
（８） 効果的な広報活動の推進 

チラシ、機関誌(紙)、ラジオ、ケーブルテレビ、ＳＮＳ等の広報媒体を活

用し、交通事故防止及び交通ルールの遵守とマナーアップを啓発する。 
 
（９） こどもと高齢者の交通事故被害防止 

    全国的に通学中の児童が死傷する交通事故が発生しているほか、高齢者の 

交通事故死者が全死者の半数以上を占めていることから、通学路・生活道路 

における速度抑止対策、「思いやり運転」・「防衛運転」・「ハンドサイン 

で渡ろう運動」・「反射材の着用」の広報啓発を推進するとともに、関係機 

関・団体と連携しての街頭指導や保護誘導活動により、こどもと高齢者の交 

通事故防止を図る。 
 
（10） 高齢者の交通事故防止 
    高齢運転者に対し、ドライビングレッスンやシミュレーターレッスン等 
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実際の体験を通して、自身の身体機能や認知機能の低下を実感させ、運転免
許返納や制限運転へと繋げていく事業を実施する。 

また、踏む間違え予防ストレッチレッスンにより、運転を継続する高齢ド 
ライバーの踏み間違えを防止し、高齢者の交通事故防を推進する。 

 
（11） 追突事故の防止 

県下の人身交通事故の約４割以上を「追突事故」が占め、交通事故の総量 

を押し上げる要因となっていることから、追突事故防止のための「みっつの

３運動」や車両運転時の基本的事項について、各市町、関係機関・団体を通

じての広報を積極的に推進する。 
 
（12） 「県民交通安全の日」等における活動の推進 

市町、警察、関係機関・団体等と連携して、県民交通安全の日を重点に街

頭活動や広報啓発活動を実施し、地域の実情に応じた交通安全活動を展開す

る。 
 
（13） 飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立 

飲酒運転の危険性、飲酒運転による交通事故の実態周知のため、引き続き

交通安全教育や広報啓発を推進する。 

 

 

《令和６年度実績》 
 
（１） 交通安全運動の推進 

ア 佐賀県交通対策協議会会議の開催 

県民の交通安全意識の高揚を図るため、各季の交通安全運動の実施要領

などを策定し各運動を推進した。 

（ア）委員会の開催 

「令和６年度佐賀県交通安全県民運動実施計画」を策定した。 

（イ）幹事会の開催 

   各季の交通安全県民運動の実施前に幹事会を開催した。 

イ 啓発活動の実施状況   

（ア）春の交通安全県民運動（全国一斉）   ４月 ６日～ ４月１５日 

（イ）自転車のルール遵守とマナーアップ運動 ５月 １日～ ５月３１日 

（ウ）夏の交通安全県民運動（県下一斉）   ７月１０日～ ７月１９日 

（エ）秋の交通安全県民運動（全国一斉）   ９月２１日～ ９月３０日 

（オ）夕暮れ時の早めのライト点灯運動   １０月 １日～１２月３１日 

（カ）冬の交通安全県民運動（県下一斉）  １２月１１日～１２月２０日 
 
（２） 交通事故防止対策「ＳＡＧＡ ＢＬＵＥ ＰＲＯＪＥＣＴ」事業 

    交通事故防止の自分事化を図るため「ＳＡＧＡ ＢＬＵＥ ＰＲＯＪＥＣ

Ｔ」事業で、交通事故の当事者となりやすい、若者と高齢者を重点対象と

して、各世代に応じた媒体を活用した広報活動や直接訴求活動を実施。 

さらに佐賀２０２４の開催、トップリーグへの昇格や活躍による佐賀県 

内のスポーツ機運の高まりを活用することにより、県民により身近で効果 

的な交通事故防止に関する広報啓発を展開した。 

    具体的には、県内プロスポーツ企業・チーム「サガン鳥栖」、「SAGA 久
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光スプリングス」、「佐賀バルーナーズ」、「レッドトルネード」と連携

し、地元開催の試合会場において交通安全の広報啓発を推進した。 

また、令和６年度から県内の民間企業や団体と連携して、それぞれの持 

つ特性や幅広いノウハウを活かした主体的かつ継続的な交通事故防止対策

を実施した。 

若者に対しては、ツイッター等のＳＮＳを活用した広報活動を実施した。 

高齢者に対しては、高齢者が集まるイベントにおいて、ハンドサイン動画・

ハンドサイン実証実験動画・反射材着用実証実験動画の視聴、ハンドスコー

プを活用した反射材視認性効果体験を実施し、高齢者に安全な行動に繋げて

もらうための参加・体験型の高齢者交通安全イベントを計３回実施。 

さらに、既存の「交通安全テレビＣＭ放映」、「ロゴマークの活用（新小

学一年生を対象としたランドセルカバーの贈呈）」、「交通安全ラジオＣＭ

放送」に加え、「マニャー」を活用した動画による広報啓発を実施した。 

 

（３） 自転車等の安全利用の推進 

    自転車乗車中の交通事故を防止するため、自転車のルール遵守とマナーア

ップ運動中にラジオ広報を実施した。 

また、令和６年１１月１日から道路交通法改正による自転車利用者の「な

がらスマホ」及び酒気帯び運転の罰則強化に対する広報啓発を実施した。 
 
（４） 効果的な広報活動の推進 

 夜間における歩行者事故防止（原則ハイビーム、反射材着用）や自転車事

故防止のための広報チラシを作成し、浸透を図った。 

 
（５） 高齢者の交通事故防止 

令和４年８月１日から令和７年３月３１日まで、運転に不安を覚える高齢
者の免許返納を促進し、高齢者の交通事故防止に繋げるため、県内タクシー
事業者と連携し、運転免許証返納事業（自主返納等により取得できる運転経
歴証明書を提示すると運賃２割引）を実施した。 

 
（６） 交通死亡事故抑止対策 

例年交通死亡事故の発生が秋季から年末にかけて多発する傾向にあり、中

でも薄暮時、夜間の車と歩行者の死亡事故が大きな割合を占めることから、

車と歩行者の交通死亡事故に歯止めをかけるため年末に向けて、交通死亡事

故の防止を図る目的で、「交通死亡事故ゼロチャレンジ」を県内５市町で実

施した。 
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第２節 交通安全思想の普及徹底 実施機関 

 

警察本部交通企画課 ３ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

（１）  交通安全県民運動の推進 

関係機関・団体と連携し、道路利用者の交通ルール遵守と県民の交通マナ

ーアップのための効果的な取組を行う。 

 

（３）横断歩行者を含む歩行者の安全確保の徹底 

運転者に対しては、こども・高齢者・障害者をはじめとする歩行者に対す

る保護意識の高揚を図るための交通安全教育や交通指導取締りを推進する。 

また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは

その信号に従うことといった交通ルールの遵守を促す指導啓発を推進する

とともに、「ハンドサイン横断」の実践を促し、歩行者自身が自らの安全を

守るための交通行動を促すための交通安全教育等を推進する。 

 

（４） 自転車等の安全利用の推進 

ア 自転車が車両であることを認識させるとともに、「自転車安全利用五則」

を活用するなどした効果的な広報啓発活動を推進し、全ての自転車利用者

に対して自転車の安全な乗り方やルールの周知を図る。 

  また、ヘルメットの着用については、全ての年齢層に対して努力義務が

課されていることや、乗車用ヘルメットの着用により被害軽減効果が期待

できることについて広報啓発活動を推進し、全ての年齢層の自転車利用者

に対して、乗車用ヘルメットの着用の徹底を図る。 

 加えて、自転車指導啓発重点地区・路線を中心に、地域交通安全活動推

進委員や学校等と協働して街頭における指導啓発活動を積極的に推進する

とともに、道路交通法の改正により、自転車の運転中における携帯電話使

用等及び自転車の酒気帯び運転等に関する規定が整備されたことについ

て、自転車利用者への声掛けを積極的に行うとともに関係機関・団体等と

も連携を強化し、広報啓発に努める。 

イ 自転車シミュレーターを活用した参加・体験型の自転車教室を開催し、

教育内容の充実を図るとともに、県内の高校（６校）を自転車マナーアッ

プモデル校に指定して、スタントマンによるスケアードストレイト方式に

よる自転車教室を行うなど、自転車利用者のルール遵守とマナー向上に向

けた自主的な取組を促す。 

   ウ 特定小型原動機付自転車に係る交通ルール等の周知並びに遵守を図るた

め、効果的な情報発信や関係機関・団体等と連携した交通ルール等の広報

啓発を推進する。 

エ ペダル付き電動バイクについては、運転に当たっては運転免許を要する

ことやヘルメットを着装しなければならないこと等について、販売事業者へ

の働き掛けを行うなどして周知を図る。 

  

（５） 後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底 

全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底を図るため、関係機

関・団体と連携し、各種広報媒体を活用した広報啓発に努めるとともに高速

道路等における交通指導取締りを実施する。 
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（６） チャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの正しい使用方法及び使用効果について、幼稚園、保育

所、認定こども園等と連携し保護者に対する広報啓発活動を推進する。 

 

（７） 反射材用品の着用促進 

夕暮れ時から夜間における歩行者及び自転車利用者が被害に遭う交通事

故防止に効果が期待できる反射材用品等の普及を図るため、積極的な広報啓

発を推進するとともに、自発的な着用を促すための交通安全教育を実施す

る。 

 

（８）効果的な広報活動の推進 

   ア 関係機関・団体と連携し、飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故

の実態を周知するための交通安全教育や広報啓発を引き続き推進し、地

域･職域等における飲酒運転根絶の取組を進め、「飲酒運転を絶対にしな

い、させない」という「飲酒運転を許さない環境づくり」に取り組む。 

   イ 高齢者の関係する交通事故防止について、高齢者に対する交通安全教育

のほか、他の年齢層に対しても高齢者の特性を理解させるための広報啓発

活動等を推進する。 

   ウ 夕暮れ時から夜間における交通事故防止対策として、前照灯の早めの点

灯や、対向車や先行車がいない状況におけるハイビームの活用を促すため

の広報啓発活動等を推進する。 

   エ 県民が交通事故の発生状況を認識し、交通事故防止に関する意識の高揚

を図るため、各種広報媒体を通じて交通事故データや事故多発交差点等に

関する情報の発信に努める。 

   オ 衝突被害軽減ブレーキや自動運転等の先進技術について、関係機関・団

体と連携した広報啓発活動により、技術の限界や使用上の注意点等の理解

促進を図る。 

 

《令和６年中実績》 

 

（１） 自転車の安全利用の推進 

年間を通じて自転車利用者に対する街頭指導活動を実施したほか、令和６

年５月２１日、１１月１２日には、学校、地域交通安全活動推進委員、警察

の三者協働による県下一斉自転車街頭指導を実施した。 

 

（２） 後部座席等におけるシートベルト・チャイルドシート着用の推進 

ア 毎月１日、２０日の「交通安全日」を中心に、シートベルト・チャイル

ドシートの着用徹底のための街頭指導・取締り、広報啓発活動等を推進した。 

 

 

 

 

イ ラジオによる交通安全広報の実施 

 

 

 

ＪＡＦとのチャイルドシート着用合同調査 １回 

ＪＡＦとのシートベルト着用合同調査 １回 

ＮＢＣラジオ放送回数 ５回 



 

   - 30 -

第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 

警察本部交通企画課 １ 安全運転管理の推進 

（１） 安全運転管理の適正化に向けた指導等 

    企業等における自主的な安全管理の推進及び安全運転管理者等の資質の

向上を図るため、県下２２事業所を「安全運転管理モデル事業所」に指定

し、事業所の実情に応じたテーマ「一事業所一運動」を設定させ、目的意

識を持った自主的な活動と交通安全意識の高揚を図る。 

また、安全運転管理者未選任事業所の一掃に努めるとともに、令和５年１２

月１日から、アルコール検知器を用いて酒気帯びの有無を確認すること等が

加わっていることについて周知を図る。 

 

（２） 効果的かつ適正な安全運転管理者等講習の実施 

安全運転管理者等講習において、視聴覚教養等を取り入れ、より効果的

方法による講習を実施するほか、交通安全教育指針の内容や具体的な教育

実施例を説明するなど、安全運転管理者等が事業所の運転者に対して行う

同指針に従った交通安全教育に必要な指導・助言に努める。 

 

（３）  使用者等への責任追及の徹底 

    企業等の事業活動に関してなされた道路交通法違反等について、過積載

運転、過労運転等については、違反者の取締りに留まらず、その使用者・

荷主等に対する背後責任の追及を徹底する。 

 

《令和６年中実績》 

 

（１）  モデル事業所の指定 

 

 

 

 

 

（２） 安全運転管理者法定講習の実施 

 

 

 

 

※全１７回中、２回はオンライン講習、１回は予備講習 

 

  

 

 

 

 

安全運転管理モデル事業所 ２２事業所 

安全運転管理者等選任状況 ３，２１６事業所 

法定講習実施回数 １７回 

法定講習受講人数 ３，７０７人 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 

警察本部運転免許課 ２ 運転者教育等の充実 

運転者の交通安全意識の醸成と安全運転を実践させるため、運転免許取得時に

おける安全教育及び取得後における再教育等の充実を図る。 

 

（１） 運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実 

ア 自動車教習所における教習の充実 

各種研修等を通じて指定自動車教習所の教習指導員等の資質の向上を図

るとともに、定期検査及び技能検定に対する立会い検査の結果に基づく指

導により、教習水準の維持及び向上を促進するほか、届出自動車教習所に

対しても、適正な教習の実施と教習水準の向上に必要な指導・助言に努め

る。 

イ 取得時講習及び受験資格特例教習の充実 

運転免許を取得しようとする者に対する取得時講習や受験資格特例教習

の充実を図るため、講習委託先や教習指定機関に対する必要な指導監督を

推進する。 

 

（２）更新時講習の充実 

    優良運転者・一般運転者・違反運転者・初回更新者の区分に応じた講習 

   の資質の向上を図り、交通安全意識の醸成に効果的な更新時講習を実施す 

る。 

 

（３） 運転者に対する再教育等の充実 

各種講習等において運転者に対する再教育が効果的に行われるよう、講習

指導員の資質の向上、講習資器材の高度化並びに講習内容及び講習方法の充

実に務める。 

 

（４） 高齢運転者対策の推進 

ア  高齢運転者に対する教育の充実 

高齢運転者に対する認知機能検査、運転技能検査の適切な運用を図る。 

高齢者講習については、加齢に伴う身体機能の変化を自覚させるため、

運転適性検査器材による指導等を行う。 

イ 臨時適性検査等の確実な実施 

医療関係機関等と緊密な連携を図り、更新時又は臨時の認知機能検査や

安全運転相談等の機会を通じて、認知症の疑いがある運転者の把握に努め、

臨時適性検査又は診断書提出命令を確実に実施して、認知症であることが

判明した者については、自主返納を促し、または、運転免許の取消し等の

行政処分を確実に行う。 

ウ 高齢運転者への支援 

運転免許試験場での高齢運転者技能教習による安全教育やサポートカー

限定免許の周知など、高齢運転者の安全をサポートするため施策支援を行

うとともに、関係機関・団体への働き掛けと連携を強化し、運転免許返納

後の移動手段の確保や返納後の生活を支えるため各種施策の充実を図る。 
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また、運転免許センターでの日曜日の自主返納受付や市町職員による自

主返納代理申請を継続・促進し、運転免許証を返納しやすい環境の整備に

努める。 

 

（５） 危険な運転者の早期排除と改善等 

ア 悪質危険運転者の早期排除 

違反を繰り返す運転者や重大な交通事故を起こした運転者を道路交通の

場から早期に排除するため、迅速・的確な行政処分を実施する。また、「あ

おり運転」等の悪質・危険な運転に対しては、「妨害罪」や危険性帯有を

適用するなど、点数制度によらない行政処分を積極的に実施する。 

イ 処分者講習の充実 

停止処分者、取消処分者に対し、ディスカッション方式の交通安全教育

により考えさせる教育を行うなど、講習の充実を図る。 

 

 (６)  認知症をはじめとした一定の病気等にかかる運転者対策の推進  

 運転免許センターに看護師等の資格を持つ相談員を配置し、高齢運転者や

自動車等の安全な運転に支障を及ぼす病気にかかっている運転者及びその

家族からの相談にきめ細やかな対応と適切なアドバイスを行い、安全運転相

談の充実を図る。 

 また、対象者や家族の心情及びプライバシーに配意する。 

 

 

《令和６年中統計》 

 

（１） 運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実 

 

（運転免許試験の受験者、合格者、合格率） 

 

（２） 運転者に対する再教育等の充実 

 

   （処分者講習受講状況） 

 執行人員 講習人員 

短 期 ４５３人 ４２７人 

中 期 １０８人 ８９人 

長 期 ２０４人 ５６人 

計 ７６５人 ５７２人 

 

 

 受験者 合格者 合格率 

第二種免許   ２５７人 １７０人 ６６．１％ 

第一種免許 １９，４４６人 １２、６４５人 ６５．０％ 

仮免許 １６，８２８人 １２，８７３人 ７６．５％ 

計 ３６，５３１人 ２５，７８８人 ７０．３％ 
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（違反者講習受講状況） 

 講習人員 

社 会 参 加 ２４０人 

実 車 指 導 １７７人 

計 ４１７人 

 

（３） 高齢運転者対策の充実 

○  高齢者講習受講者数（７０歳以上） 

        ３３，１５４人 

    ○  運転免許自主返納者数（６５歳以上） 

       ３，２６８人 

 

（４） 悪質危険な運転者の早期排除 

（運転免許の取消、停止状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転免許取消等 運転免許停止等 総件数 

２９７件 ７６５件 １，０６２件 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関  
独立行政法人 

自動車事故対策機構 ２ 運転者教育等の充実 

（７） 運転者教育等の充実 

運転者に対する適性診断の受診を促進するとともに、適性診断技術等の向

上を図る。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 適性診断の実施 

      

適性診断受診者数 ３，４７０人 

      （受診内訳） バス ２６０人 

タクシー（個タ

クを含む） 
２５９人 

トラック ２，７９７人 

自家用車 １５４人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   - 35 -

第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 

自動車安全運転センター ３ その他の運転者対策の推進 

（１） 累積点数の通知による運転者対策 

交通違反等による運転免許停止処分直前の運転者に対し、その累積点数を

書面で通知して運転免許の停止処分等を受けることのないように安全運転を

促す。 

 

（２） 運転経歴証明書の活用の促進 

運転者の交通安全意識の高揚と企業等における安全運転管理を効果的に

推進するため、運転免許に関する経歴証明書の効果的活用の広報及び関係団

体等が主催する安全運転ドライバーコンテスト等への積極的な参加を呼び

かける。 

 

（３） 安全運転中央研修所における研修の促進 

安全運転中央研修所(茨城県)における体験、実践型の各種研修課程を通し

て交通安全教育の充実を図るため、企業等に対して、同研修所における研修

を呼びかける。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 累積点数の通知による運転者対策 

令和６年度は、運転免許停止処分直前の約３，１００人の運転者に対し、

その累計点数を書面で通知して運転免許の停止処分等を受けることのない

ように安全運転を呼びかけた。 

 

（２） 運転経歴証明書の活用の促進 

運転免許に関する運転経歴証明書の活用推進を図り、運転者の交通安全意

識の高揚と企業等における安全運転管理の効果的な実施を呼びかけた。 

  令和６年度の安全運転ドライバーコンテストは、佐賀県トラック協会、安

全運転管理者協議会、佐賀県警備業協会、JA 白石、全日本デリバリー業安全

運転協議会がイベントを開催して安全運転の意識高揚を図った。 

個人、事業所及び安全運転ドライバーコンテスト参加者を含めた 

約４２，０００人が交通事故防止や安全運転管理等のために申請・取得して

活用した。 

 

（３） 安全運転中央研修所における研修の促進 

質の高い運転者や運転指導者を育成する目的で、実践的かつ高度な安全運

転研修を行う安全運転中央研修所への積極的な入所を促した。 

令和５年度は、県内の各企業の関係者を始め指定自動車教習所指導員、法

定講習指導員、緊急自動車運転技能者等延べ約２３０人が入所し各種研修を

受講した。 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 

 国土交通省 佐賀運輸支局 ４ 自動車運送事業者の安全対策の充実

及び指導監督の強化 

（１） 自動車運送事業者・運行管理者等への指導監督の実施 

自動車運送事業者及び運行管理者に対して、あらゆる機会を捉え輸送の安

全確保について指導を行う。 

○ 特別講習  講習対象人員    ９人（１回） 

 

（２） 自動車運送事業者に対する立入監査等の実施 

年間を通して立入監査等を実施し、運行管理、車両管理状況を調査し指導

監督の強化を図る。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 運行管理者講習 

○ 特別講習  講習対象人員    １２人（１回） 

 

（２） 自動車運送事業者に対する監査等 

○ 自動車運送事業者監査等実施件数 ３２件 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

独立行政法人 

自動車事故対策機構 ４ 自動車運送事業者の安全対策の充実

及び指導監督の強化 

(１） 自動車運送事業者・運行管理者等への指導監督の実施 

運行管理者等に対する指導講習内容を充実するとともに、運行の安全を確

保するための指導の徹底を図る。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

(１) 運行管理者等指導講習の実施 

○ 一般講習  

受講者数（４６回） ５５３人 

      （受講内訳） バス ７０人 

タクシー ６５人 

トラック ４１５人 

その他 ３人 

 

○ 基礎講習          

受講者数（１２回） ２０１人 

（受講内訳） バス ５７人 

タクシー １８人 

トラック １２４人 

その他 ２人 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 
 

厚生労働省 佐賀労働局 ５ 交通労働災害の防止等 

（１） 事業場に対する監督指導等の実施 

労働基準関係法令及び「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

（以下「改善基準」という。）の遵守徹底を図るため、監督指導及び各種集

団指導を実施するとともに、「時間外労働・休日労働に関する協定届」（以

下「時間外協定届」という。）の提出時に指導を行う。 

 

（２） 関係行政機関との連携 

運輸行政機関との通報制度を活用して「改善基準」の定着を図るとともに、

関係行政機関、諸団体との連携を密にして監督指導効果を高める。 

 

（３） 交通労働災害防止のためのガイドラインの周知 

一般事業場に対し、全国安全週間説明会、各団体の総会等のあらゆる機会

を活用して周知を図る。 

労働災害防止関係団体に対し、佐賀労働災害防止対策協議会等の機会に周

知を図る。 

 

（４） 労働災害防止団体・業界団体等への指導援助 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会等各種団体が行う災害防止活動にお

いて、引き続き傘下事業場に対して「改善基準」の周知徹底及び「交通労働

災害防止のためのガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）の周知

を図る。 

また、交通労働災害が多発する年末を控えた時期に、陸上貨物運送事業労

働災害防止協会佐賀県支部と共催して、「交通労働災害防止キャンペーン」

を実施する。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 事業場に対する監督指導等の実施 

ア 「改善基準」の遵守徹底を図るため、監督指導及び各種集団指導を実施

した。 

イ 「時間外協定届」の受理時に「改善基準」の指導を実施した。 

 

（２） 交通労働災害防止のためのガイドラインの周知 

当局主催の各種講習会等において、「ガイドライン」の周知を行った。 

 

（３） 労働災害防止団体・業界団体等への指導援助 

独立行政法人自動車事故対策機構主催の運行管理基礎講習等において、労

働基準関係法令及び「改善基準」に係る説明を行うとともに、交通労働災害

防止に向けた取組の重要性について説明した。（６月、12 月に延べ４回） 
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（４） 労働災害防止団体・業界団体等への指導援助 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会と県下労働基準監督署が合同で事業

場における交通労働災害防止及び労働時間管理の適正化のためのパトロール

等を実施した。（７月、１２月を中心に延べ５回） 

    また、12 月に、陸上貨物運送事業労働災害防止協会佐賀県支部と共催し、 

「交通労働災害防止キャンペーン」を実施した。 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 

警察本部交通規制課 ６ 道路交通情報の充実 

（１） 道路交通情報の充実 

多様化する道路利用者のニーズに応えて、道路利用者に対し必要な道路交

通情報を提供することにより、安全かつ円滑な道路交通を確保するため、車

両感知器、交通情報板等の整備による情報収集・提供体制の充実を図る。 

 

（２） ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化 

高度道路交通システム（ＩＴＳ）の一環として、運転者に渋滞状況等の道

路交通情報を提供する道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）の整備・拡充

を積極的に図ることにより、交通量の分散を図り、交通の渋滞を解消し、交

通の安全と円滑化を推進する。 

また、高度化された交通管制センターを中心に、個々の車両等との双方向

通信が可能な光ビーコンを媒体とし、高度な交通情報の提供、車両の運行管

理、公共車両の優先、交通公害の減少、安全運転の支援、歩行者の安全確保

等を図ることにより、交通の安全及び快適性を確保しようとする新交通管理

システム（ＵＴＭＳ）の構想に基づき、システムの充実を図る。 

 

 

《令和６年度実施》        

 

（１） 道路交通情報の積極的提供 

道路交通情報センター及び報道機関の協力を得て、積極的な道路交通情報

を提供した。 

○ ＮＨＫ、ＮＢＣ、ＦＭ佐賀によるラジオ放送での情報提供 

月～金(１日９回)  土(１日５回) 

○ 電話による問合せに対する情報提供 

 

（２） 道路交通情報提供システム（ＡＭＩＳ）の効果的活用 

交通事故や渋滞などの道路交通に関する情報を、光ビーコンを通して道路

交通情報提供システム（ＡＭＩＳ）によりカーナビゲーションシステム等に

提供するとともに、交通情報板、ラジオ等のメディアを通してリアルタイム

に提供し、適正な交通流の確保を図った。 
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第１章 道路交通の安全 

第３節 安全運転の確保 実施機関 

 

気象庁 佐賀地方気象台 ６ 道路交通情報の充実 

（３） 気象情報の充実 

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、大雪、竜巻等の激しい突風、地震、

津波、火山噴火等の自然現象について、的確な実況監視を行い、関係機関、

道路利用者等が必要な措置を迅速にとり得るよう、特別警報・警報・予報等

を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努める。 

また、これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、防災

関係機関等との間の情報の共有やＩＣＴの活用等に留意し、主に次のことを

行う。 

 

１ 情報の提供等 

交通事故の防止・軽減に資するため、主に次の情報を適時・適切に発表し、

関係機関等に迅速かつ確実に伝達する。また、住民に対し、気象庁ホームペ

ージや国土交通省防災情報提供センターを通じて気象情報等をリアルタイム

で分かり易く提供する。 

ア 気象特別警報・警報・予報等 

気象による道路交通障害が予想される時は、適時・適切に気象特別警

報・警報・予報等を発表し、防災情報提供システム等を用いて、関係機関

に迅速かつ確実に伝達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者

に周知する。また、雨による災害発生の危険度を地図上にリアルタイムに

表示する「大雨・洪水警報のキキクル（危険度分布）」や、気象情報にお

ける線状降水帯による大雨の可能性についての呼びかけ、積雪・降雪の面

的な状況を示す「今後の雪（解析積雪深・解析降雪量・降雪短時間予報）」

等についても、気象庁ホームページや報道機関等を通じて道路利用者に周

知する。 

イ 緊急地震速報（予報及び警報）、津波警報等 

地震・津波による道路交通障害が予想される時は、適時・適切に緊急地

震速報（予報及び警報）、津波警報等、地震情報等を発表し、防災情報提

供システム等を用いて、関係機関に迅速かつ確実に伝達するとともに、報

道機関等の協力により道路利用者に周知する。 

ウ 南海トラフ地震臨時情報等 

南海トラフ沿いで異常な現象を観測した場合や南海トラフ地震発生の可

能性が相対的に高まったと評価した場合等には、「南海トラフ地震臨時情

報」を発表し、防災情報提供システム等を用いて、関係機関に迅速かつ確

実に伝達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。 

エ 噴火警報等 

火山現象による道路交通障害が予想される時は、当該道路の交通規制等

の防災対応がとられるよう噴火警戒レベルを付した噴火警報等を発表す

る。また、道路利用者の降灰量に応じた適切な防災行動に資するよう、降

灰予報を適時・適切に発表する。 

これらの情報を、防災情報提供システム等を用いて、関係機関に迅速か

つ確実に伝達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者に周知す
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る。 

２ 気象知識等の普及 

運輸事業者や防災機関の担当者に対し、特別警報・警報・予報等の伝達等

に関する説明会やワークショップ、気象情報等の利用方法等に関する講習会

の開催、広報資料の作成・配布等により、気象、地象、水象に関する知識の

普及を行う。 

 

 

《令和６年度実績》 

（３） 気象情報の充実 

ア 気象特別警報・警報・予報等の発表 

道路交通等に障害が予想される時、警報・予報等を発表し、関係機関及

び道路利用者に周知、事故の防止・軽減に努めた。 

イ 防災気象連絡会等の開催 

出水期を前に、梅雨、台風等についての予想並びに防災気象情報全般に

関する周知等を行うため、以下の会議を開催した。 

・防災情報等の研修会、気象防災ワークショップ、防災気象連絡会 

ウ 大雨及び台風説明会の開催 

大雨や台風の接近・通過が予想された場合などに、防災機関及び報道機

関に対して気象解説又は台風説明会を開催した。 

・気象解説： １０回 

・台風説明会： ２回 

エ 気象知識の普及等 

（ア）気象知識の普及及び防災気象情報の周知を図るため、テレビ・ラジオ

等の出演及び取材対応を実施した。また、行政機関・教育機関・各種団

体等への出前講座を実施した。 

（イ）地震・津波に関する知識の普及、情報提供を図るため「佐賀県地震活

動図」を毎月作成、関係機関へ配布した。また、佐賀県警察学校や佐賀

県消防学校、市町の防災訓練に参加し、講話・シェイクアウト訓練等を

行った。 

オ 年末年始の輸送等に関する安全総点検の実施 

交通安全の確保、交通事故の防止等に資するため、警報・注意報等の防

災気象情報の発表についての総点検を実施した。 

（令和６年１２月１０日～令和７年１月１０日） 
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第１章 道路交通の安全 

第４節 車両の安全性の確保 実施機関 

     

国土交通省 佐賀運輸支局 １ 自動車の検査及び整備の充実 

（１） 自動車検査体制の充実 

指定自動車整備工場の拡充及び整備事業者の適正な運用を図るため、研修

会等を行うほか効果的な監査の実施等により指導を強化する。 

ア 自動車検査員研修（指定工場）対象人員     ８５０人 

イ 整備主任者研修（認証工場） 対象人員   １,７００人 

ウ 自動車特定整備事業場監査  対象事業場     ５工場 

エ 指定自動車整備事業場監査  対象事業場   ２５６工場 

 

（２） 自動車点検整備の充実 

自動車点検整備の徹底を図るため、整備管理者研修会、街頭車両検査等を

通じて関係者の指導を行うとともに、整備不良車両の排除に努める。 

ア 整備管理者研修会 

 選任後研修    ４８０名（４回） 

 選任前研修    ２４０名（２回） 

イ 街頭車両検査        年間７回 

 

（３） 自動車特定整備事業の適正化 

自動車点検整備を的確に実施するため、設備の近代化等の指導を行う。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 自動車検査体制の充実 

ア 自動車検査員研修（指定工場） ６回   ８１１人 

イ 整備主任者研修（認証工場）  ５回 １，５０９人 

ウ 自動車特定整備事業監査           ０工場 

エ 指定自動車整備事業場監査        １７１工場 

 

（２） 自動車点検整備の徹底 

ア 整備管理者研修会 選任後研修 ４回   ４３１人 

選任前研修 ２回   １６９人 

イ 街頭車両検査      年間  ９回 
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第１章 道路交通の安全 

第４節 車両の安全性の確保  実施機関 

 

県民環境部くらしの安全安心課 

警察本部交通企画課 
 

２ 自転車等の安全性の確保 

（１） 自転車等の安全性の確保 

ア 夕暮れ時から夜間における自転車事故防止のため、灯火の点灯の徹底と 

反射材用品の取付けの促進を図り、自転車の被視認性の向上を図る。 

また、令和５年４月１日から自転車利用時のヘルメット着用が努力義務

となり、全世代に対するヘルメット着用を推進するとともに、交通安全教

育等を通じて自転車利用者が定期的に自転車の点検整備や正しい利用方法

等について学ぶ気運を醸成する。 

イ 特定小型原動機付自転車に関する交通ルールについて、関係機関や関係 

事業者等と連携し、交通の方法に関する教則を活用するなどして、効果的 

な交通安全教育を実施するとともに、ウェブサイトやＳＮＳ等による動画 

や情報の発信等の効果的な広報活動を実施し、周知を図る。 

また、特定小型原動機付自転車の運転による交通の危険を防止するため 

の講習を適切に運用し、特定小型原動機付自転車運転者の交通ルールに対 

する遵法意識を醸成する。 

さらに、乗車用ヘルメット着用による被害軽減効果についての広報啓発 

活動を推進し、特定小型原動機付自転車の運転者に対しても、乗車用ヘル 

メットの着用の徹底を図る。 

 

（２） 自転車保険加入の推進 

近年自転車の利用者が加害者となる交通事故が散見され、交通事故が発生

した場合の賠償などが問題となっている。 

県内では自転車利用者の自転車保険への加入率が低迷していることから、

具体的な事故事例を示すなどして、自転車保険の必要性等を周知させるため

の広報啓発を実施する。 

 

 

《令和６年中実績》 

 

（１） 自転車の安全性の確保 

     ア 令和５年４月１日の道路交通法改正による全世代に対するヘルメット着 

用の努力義務化を始めとした自転車の正しい利用方法に関するラジオ広 

報、チラシの作製、配布を実施した。 

     また、自転車に関する交通ルール及び自転車保険加入に関するクリアフ

ァイルを県内の新高校 1 年生全員に配布した。                                  

（くらしの安全安心課） 

イ  年間を通じて、街頭や自転車教室等において自転車の正しい乗り方の指

導を実施し、タスキなどの反射材を配布するなどして反射材の有用性の周

知に努めた。 

（交通企画課） 
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（２） 自転車保険加入の推進 

   ア 自転車教室等において、近年の自転車が関係する高額賠償事例を示すな

どして、自転車保険の加入を呼びかけた。       （交通企画課） 

イ 令和３年に「佐賀県交通安全の確保に関する条例」を改正し、自転車保 

険の加入について努力義務化したことから、同条例改正に係る内容を、ヘ 

ルメット着用努力義務化に伴い作成したチラシに盛り込み、各関係機関等 

に配布し、広報を実施した。                   （くらしの安全安心課） 
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第１章 道路交通の安全 

第５節 道路交通秩序の維持  実施機関 

 

警察本部交通指導課 １ 交通の指導と取締りの強化等 

（１）交通事故抑止に資する交通指導取締りの推進 

   交通指導取締りが有する交通事故抑止効果及び交通事故発生時の被害軽減

効果を最大限に発揮させるため、交通指導取締り全般を交通事故実態の分析

等に基づく交通指導取締り方針の策定、交通指導取締りの実行、交通指導取

締りの効果検証及び検証結果の交通指導取締り方針への反映といったＰＤＣ

Ａサイクルに基づき管理し、限られた体制での交通死亡事故の抑止に資する

交通指導取締りをより一層推進する。 

飲酒運転のほか、著しい速度超過等の交通死亡事故に直結する悪質性・危

険性の高い違反及び県民から取締り要望の多い迷惑性の高い違反に重点を置

き、これらの違反を行う運転者への注意喚起に結びつくような、広報と一体

となった交通指導取締りを推進する。 

速度超過の取締りに当たっては、速度に起因する交通死亡事故等の発生状

況等を踏まえて路線、時間帯等を選定し、効果的な速度取締りを実施する。 

信号機のない横断歩道における歩行者の優先等を徹底するため、運転者に

対し、横断中はもとより横断しようとする歩行者の保護に資する指導取締り

を重点的に行うほか、交通事故の被害の軽減を一層進めるため、シートベル

トの着用及びチャイルドシートの使用に関する交通指導取締りの徹底を図

る。 

通学路における児童の安全確保の観点から、登下校時間帯において、車両

通行止めをはじめとする各種交通規制の実効性を確保するため、当該規制の入

口等における積極的な指導・警告を行い、違反をさせないようにするとともに、

可搬式速度違反自動取締装置を活用した効果的な速度違反取締りを行うなど、

登下校時間帯に重点をおいた交通指導取締りを推進する。 

   特定小型原動機付自転車については、引き続き、飲酒運転、信号無視等の

悪質・危険な違反行為のほか、通行区分、横断歩行者等妨害等の歩行者に危

険を及ぼすおそれの高い違反行為に重点を置いて取締りを推進する。 

 

《令和６年中実績》 

    主要な交通違反検挙状況 

無免許運転 １３２件  

飲酒運転 １８５件 

速度違反 ４，０２８件 

信号無視 ３，２２５件 

横断歩行者妨害 ２，８３６件 

携帯電話使用等 ４，４７９件 

シートベルト着用義務違反 ５，４９４件 

 

    

 

 

整備不良 ２２１件 
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第１章 道路交通の安全 

第５節 道路交通秩序の維持  実施機関 

    

国土交通省 佐賀運輸支局 １ 交通の指導と取締りの強化等 

(２) 不正改造車両の排除 

不正改造車の排除については、年間を通して行っており、特に６月を重点強

化月間とし、交通上の危険をもたらしている窓ガラスへの着色フィルム・装飾

板の貼付、不正な二次架装の車両及び大気汚染、騒音等の公害の原因となって

いる消音器切断取外し等の不正改造車の排除の強化に努める。 

また、関係機関・団体等と連携を密にして、街頭検査をはじめあらゆる機

会を捉え整備不良車両の排除に努める。 

街頭検査 年間７回 

 

（３）無保険車両の運行防止 

検査対象外車両が自動車損害賠償責任保険を締結しないで運行することを

防止するため、無保険車両の監視、取締りを強化する。 

ア 無保険車両の監視   年間  ６６回 

イ 無保険車両の取締り  年間  ４回 

 

（４）過積載防止対策運動 

貨物自動車の過積載による違法運行は自動車の安全性を低下させ、死亡事故

等の重大事故を発生させる可能性が高まるだけではなく、道路の損傷や輸送秩

序を乱すため、過積載運行による車両の排除に努める。 

また、関係機関と連携を密にして、街頭取締まりにより過積載運行車両の

排除に努める。 

過積載街頭取締まり   年間６回 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（２）不正改造車両の排除 

街頭検査 年間 ９回 

 

（３）無保険車両の運行防止 

ア 無保険車両の監視   年間  １６３回 

イ 無保険車両の取締り  年間   ４回 

ウ 各種キャンペーン 

（ア）安全運動（佐賀県自動車事故防止推進協議会）   ２回 

（イ）不正改造車を排除する運動 

（ウ）自動車点検整備推進運動 

   （エ）過積載防止運動 

 

（４）過積載防止対策運動 

   過積載街頭取締り    年間  ５回  
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第１章 道路交通の安全 

第５節 道路交通秩序の維持  実施機関 
 
   

県民環境部くらしの安全安心課 
２ 自転車利用者に対する指導取締りの

推進 

（１） 自転車利用者に対する指導の強化 

自転車・歩行者の絡む交通事故は、重大事故に発展するおそれが十分に考

えられることから、自転車利用者、特に高校生、中学生に対する指導を徹底

するとともに、街頭において歩行中の高齢者及びこどもに対しての保護・誘

導活動を強化する。 

 

（２） 「声かけ運動」の推進 

街頭において、自転車利用者に対する「声かけ」を行い、規範意識の向上

を図るよう運動を展開する。 

 

 

《令和６年中実績》 

 

（１） 自転車利用者及び歩行者に対する指導の強化 

自転車利用時における交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習

慣付けるため、５月を「自転車のルールとマナーアップ運動」に指定し、広

報車による街頭指導を実施するとともに、交対協構成機関・団体に対して、

同月間中における自転車利用者に対する各種活動の活性化を依頼し、自転車

の安全利用に関する気運の定着化を図った。 

 

（２） 「声かけ運動」の推進 

毎月１日、２０日の交通安全の日に、通学時間帯・通学路を重点的に広報

車にて広報巡回し、マイクで自転車利用者等に対して交通安全を呼びかけた。 
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第１章 道路交通の安全    

第５節 道路交通秩序の維持  実施機関 

 

警察本部交通指導課 ２ 自転車利用者に対する指導取締りの

推進 

（１）自転車利用者に対する指導の強化 

ア 自転車指導啓発重点地区・路線を中心とした交通指導取締りの推進 

自転車指導啓発重点地区・路線においては、自転車や歩行者が多く通行

する時間帯を中心に、信号無視、通行区分違反（右側通行、歩道通行等）、

一時不停止等、歩行者や他の車両にとって危険性・迷惑性の高い違反に重

点を置いた交通指導取締りを推進する。 

イ 実効性のある指導警告 

違反者に対する指導警告に際しては、自らの違反行為の危険性や交通ル

ールを遵守することの重要性について違反者が理解できるよう、指導警告

票を活用した実効性のある指導警告を行う。 

ウ 悪質・危険な交通違反に対する取締りの強化 

自転車利用者による交通違反が行われた場合において、警察官等の警告

に従わずに違反行為を継続したときや、違反行為により通行車両や歩行者

に具体的危険を生じさせたときは、交通切符等を活用した検挙措置を積極

的に講ずる。 

 

 

《令和６年中の自転車指導取締り実績》 

 

自転車警告切符の交付件数    ２，４１６件 

 

 

自転車交通切符の検挙件数       １８件 
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第１章 道路交通の安全 

第５節 道路交通秩序の維持  実施機関 

 

警察本部交通指導課 ３ 高速道路における指導取締りの推進 

（１） 高速自動車国道等における交通指導取締りの推進 

     高速自動車国道等においては、重大な違反行為はもちろんのこと、軽微な

違反行為であっても重大事故に直結するおそれがあることから、交通指導取

締り体制の整備に努め、交通流や交通事故発生状況等の交通の実態に即した

効果的な機動警ら等を実施することにより、違反の未然防止及び交通流の整

序を図る。 

交通指導取締りは、悪質性・危険性・迷惑性の高い違反を重点とし、特に、

著しい速度超過、飲酒運転、妨害運転、車間距離不保持、通行帯違反等を重

点とした取締りを推進する。 

なお、高速自動車国道等における速度超過の取締りは常に危険を伴うため、

受傷事故防止等の観点から、速度違反自動取締装置等の取締り機器の積極的

かつ効果的な活用を推進する。 

    また、大型貨物自動車等が高速自動車国道の本線車道等を通行する場合の

最高速度を、80 キロメートル毎時から 90 キロメートル毎時に引き上げること

を内容とする道路交通法施行令の一部内容を改正する政令（令和６年政令第

43 号）が令和６年４月１日に施行されたところ、大幅な速度超過等の悪質・

危険な交通違反に対する取締りを推進する。 

 

《令和６年中の高速道路における主な違反の検挙実績》 

 

速度違反  １，７６９件 

シートベルト着用義務違反 １，５１９件 

車間距離不保持違反 ３６件 
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第１章 道路交通の安全 

第５節 道路交通秩序の維持  実施機関 

 

警察本部交通指導課 ４ 暴走族対策の強化 

（１） 暴走族追放気運の醸成及び家庭・学校等における青少年の指導の充実 

暴走族追放気運を醸成させるため、「佐賀県暴走族等の追放の促進に関す 

る条例」に基づく各種対策を推進するとともに、報道機関等に対する資料提 

供や各種広報活動等を通じて、暴走族追放気運の醸成を図る。 

また、家庭・学校・職場・地域等と連携し、青少年の健全育成を図る観点

からの施策を推進する。 

 

（２） 暴走族に対する取締りの強化 

集団暴走行為、爆音暴走行為その他悪質事犯に対しては、共同危険行為等 

の禁止違反をはじめとする各種法令を適用して徹底的に検挙する。 

 車両の不正改造事案については、確実に整備通告を実施するとともに、道

路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）による整備命令制度の効果的な運

用が図られるよう関係機関との連携を強化し、さらに、不正改造業者に対す

る取締りを強化する。 

また、あらゆる活動を通じて暴走族に関する情報収集を行い、実態を把握

するとともに、組織的に個別指導・補導を実施するなどして、暴走族グルー

プの解体及び同グループからの離脱を促進するとともに、再組織化の防止を

図る。 

 

（３） 暴走行為阻止のための環境整備 

 暴走族及び少年の非行防止について、関係機関・団体等との連携を強化し、

暴走族対策会議の活性化を図る。 

また、各種交通規制を実施するとともに、道路構造面から暴走しにくい道

路環境の整備、い集場所として利用されやすい施設の適切な管理、暴走行為

を助長する車両の不正改造の防止等の措置について積極的に働き掛ける。 

 

 

《令和６年中実績》 

 

（１） 暴走族に対する取締りの推進 

ア 暴走族関係の違反検挙件数 

道路交通法違反    ０件 

 

イ 不法改造車両の押収数 

 

 

 

 

 

 

二輪車     ０台 

四輪車     ０台 

合   計     ０台 
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第１章 道路交通の安全 

第６節 救助・救急活動の充実  
実施機関 

 

危機管理防災課・各消防本部 １ 救助・救急体制等の整備 

（１） 救助隊員及び救急隊員等の教育訓練の充実 

救助・救急隊員及び市町消防団員の育成及び資質の向上を図るため、県消

防学校の専科教育等において教育訓練を実施する。 

ア 消防本部消防職員 

 ○ 救急科         １０～１２月（２５７時間） 

○ 救助科         １０～１１月（１４５時間） 

○ 初級幹部科           ２月（ ７５時間） 

○ その他特別科教育（現任課程） 

水難救助コース       ７月、８月（ ５４時間） 

イ 市町消防団員等 

○ 初級幹部科        ５月、３月（ １２時間） 

○ 指揮幹部科  ４月、５月、１月、２月（ ２４時間） 

      （現場指揮、分団指揮等の教育） 

 

（２） 救助・救急体制の整備 

   ア 教育訓練の充実 

     複雑多様化する救助・救急事案に対応するため、教育研修の充実を図る。 

   イ 救助・救急設備等の整備 

     交通事故に起因する救助活動の増大及び複雑多様化する事故形態に対

処するため、車両・資機材の整備拡充を図り、救助活動の円滑な実施を期

する。 

   ウ 救助・救急に対する相互応援体制の整備 

     大規模な救助・救急事案等に対処する体制については、消防組織法に基

づき県内消防本部において「県内常備消防相互応援協定」を締結し広域的

な応援体制が整備されているところである。この体制の実効性を維持する

ため、情報連絡体制の整備及び各種訓練を通じ連携強化を図る。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 救助・救急隊員及び消防団員の資質の向上 

消防本部の救助・救急隊員及び市町消防団員を対象に、消防学校において

教育訓練を行った。 

ア 消防本部消防職員 

○ 救急科         １０～１２月（２５７時間） 

○ 救助科         １０～１１月（１４５時間） 

○ 中級幹部科         ２～３月（ ５４時間） 

○ その他特別教育（現任課程）    

水難救助コース       ７、８月（ ５４時間） 
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イ 市町消防団員等 

○ 初級幹部科         ５月、３月（ ２０時間） 

    ○ 指揮幹部科      ４月、５月、３月（ ２４時間） 

 

（２） 救助・救急訓練の実施 

消防学校での訓練、各消防本部の各種訓練、佐賀県消防救助技術指導会、

また県防災ヘリを使用した佐賀県防災航空隊と各消防本部との合同訓練を

行った。訓練を通じ救助・救急に関する知識及び技術の維持向上を図った。 

なお、例年実施される、緊急消防援助隊九州ブロック訓練に参加し練度を

高めた。 
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第１章 道路交通の安全 

第６節 救助・救急活動の充実  実施機関 

 

健康福祉部医務課 ２ 救急医療体制の整備 

（１） 救急医療に関する連携体制の構築 

救急医療に関する医療機関・搬送機関・市町等による一体的推進体制 

（佐賀県救急医療協議会）の活動を推進する。  

（事業費：１，５２５千円） 

 

（２） 救急医療に関する情報の提供 

円滑な救急医療を確保するため、救急医療機関の情報を搬送機関等に提供

するとともに、県民への救急医療機関情報の提供を行う救急医療情報システ

ムの効果的な運用を図る。 

また、県民誰もが、いつでも、どこでも、適切な医療を受けられる体制の

確立を図るため、医療・搬送・行政が一体となった、救急・災害時医療提供

体制の整備・充実を図る。 

                      （事業費：９５，７１０千円） 

 

（３） 救急搬送患者に対する診療体制の維持 

救急搬送患者の診療に当たる救急告示医療機関制度の適切な運用を図る。 

（県内４４医療機関） 

 

（４） 三次救急医療体制の整備 

重篤な救急患者に対応する診療体制の確保に努める。 

ア 佐賀大学医学部附属病院の高度救命救急センターの運用継続 

イ  佐賀県医療センター好生館の救命救急センターの運用継続 

ウ  唐津赤十字病院及びＮＨＯ嬉野医療センターの地域救命救急センターの

運用継続 

 

（５） ドクターヘリ活用による搬送体制の整備 

ア 佐賀県ドクターヘリ運航事業による運航 

イ 福岡県ドクターヘリとの相互応援体制による運航 

ウ 長崎県ドクターヘリとの相互応援体制による運航 

（事業費：３２５，５３０千円） 
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《令和６年度実績》 

 

（１） 救急医療に関する連携体制の構築 

救急医療に関する医療機関・搬送機関・市町等による佐賀県救急医療協議

会の活動をとおして、連携体制の推進を図った。 

                        （事業費：１，２３５千円） 

 

（２） 救急医療に関する情報の提供 

円滑な救急医療を確保するため、救急医療機関の情報を搬送機関等に提供

する救急医療情報システムの効果的な運用を実施した。 

                           （事業費：２９，２８６千円） 

 

（３） 救急患者に対する外来等の診療体制の整備 

市町において、各地区医師会の協力を得ながら、初期救急医療体制の確保

が継続されている。 

救急搬送患者の診療に当たる救急告示医療機関の更新業務を実施した。 

（県内４５医療機関） 

 

（４） 三次救急医療体制の整備 

下記事業により、重症・重篤な救急患者に対応する診療体制を確保した。 

ア 佐賀県医療センター好生館・佐賀大学医学部附属病院の救命救急センタ 

ーの運用継続 

イ  唐津赤十字病院・ＮＨＯ嬉野医療センターの地域救命救急センターの運 

用継続 

ウ  佐賀大学医学部附属病院の高度救命救急センターの運用継続 

 

（５） ドクターヘリ活用による搬送体制の整備 

ア 佐賀県ドクターヘリ運航事業による運航 

イ 福岡県ドクターヘリとの相互応援体制による運航 

ウ 長崎県ドクターヘリとの相互応援体制による運航 

（事業費：３２１，００３千円） 
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第１章 道路交通の安全 

第７節 被害者支援の充実と推進  実施機関 

県民環境部くらしの安全安心課 

佐賀県町村会 

 
１ 交通事故被害者支援の充実強化 

（１） 交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進 

交通事故相談に関する県民の利便性の向上を図るため、アバンセにおいて

消費相談窓口と一元的に対応する。 

また、弁護士立会いによる相談を実施し、相談活動の充実を図る。 

ア 交通事故相談 

相談場所：佐賀市天神三丁目２番１１号 アバンセ３階  

くらしの安全安心課（佐賀県消費生活センター内） 

  相談時間：毎日９：００ ～ １６：００ 

       ※ 年末年始の休日を除く 

アバンセ休館日（原則月曜日）は電話相談のみ 

      相談電話：０９５２－２５－７０６１ 

イ 弁護士相談 

相談場所：佐賀市天神三丁目２番１１号 アバンセ３階  

くらしの安全安心課（佐賀県消費生活センター内） 

相談時間：１０：００～１２：００ 

       毎月 第２、第４金曜日（原則） 

                      （くらしの安全安心課） 

 

（２） 交通事故被害者等に対する支援 

県内の１９市町とともに佐賀県市町総合事務組合が実施している交通災

害共済は、年間５００円の安価な掛金で通院１０日以上１万２，０００円か

ら死亡１００万円までの見舞金を受け取ることができる制度です。 

交通事故被害にあった場合の治療費等に備えるため、制度のＰＲに努め、

制度利用の促進を図る。 

                             （佐賀県町村会） 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 交通事故相談活動の充実 

平成２０年度より、県民サービスの向上を図るため、ＮＰＯ法人「消費生

活相談員の会さが」に相談業務を委託し、これにあわせ交通事故相談も、ア

バンセ３階のくらしの安全安心課において実施した。 

     

ア 交通事故相談受理件数 

面接相談 １０件 

電話相談 ８２件 

文書相談 ０件 

相談件数                 ９２件 
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イ 弁護士相談 

毎月第２、４金曜日の弁護士相談日午前１０時～正午までの間、本所相

談室に派遣された弁護士１名が交通事故相談に応じ、高度かつ専門的な相

談事項の解決を図った。    

○ 弁護士相談件数 ２４件  

ウ 交通事故相談員研修の参加 

交通事故相談を行うための専門知識の修得と資質の向上を図るため、交 

通事故相談員研修会に参加した。 

○ 交通事故相談員中央研修会初任者コース（５月） 

受講者：５人（内オンライン４人） 

○ 交通事故相談員総合支援研修会（１０月） 

受講者：１人 

（くらしの安全安心課） 

 

（２）交通事故被害者等に対する支援（唐津市を除く１９市町） 

  ア 加入者数  

２９，３１７人 

  イ 見舞金支払い 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（佐賀県市町総合事務組合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等級 件数 支払額 備考 

1 等級（100 万円） １ 1,000,000 

事故証明あり 

2 等級（100 万円） ０ 0 

3 等級（10 万円） ２ 2,000,000 

4 等級（5万円） １１ 515,000 

5 等級（3．5 万円） ３０ 1,050,000 

6 等級（2．5 万円） ３０ 750,000 

7 等級（1．5 万円） ２７ 405,000 

8 等級（2万円） ２７ 540,000 
事故証明なし 

9 等級（1．2 万円） ８ 96,000 

合計 １３６ 4,556,000   
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第１章 道路交通の安全 

第７節 被害者支援の充実と推進  実施機関 

 

警察本部交通指導課 １ 交通事故被害者支援の充実強化 

(１) 交通事故被害者等の心情に配意した支援の推進 

ア  平素から、交通捜査員に対し交通事故被害者等の心情に配意した適切な

対応の徹底を図るとともに、県警察本部交通指導課に設置している被害者

連絡調整官の効果的な運用、犯罪被害者支援部門との緊密な連携等の組織

的な被害者支援体制の構築に努め、ひき逃げ事件、交通死亡事故、全治３

か月以上の重傷を負った事故及び危険運転致死傷罪等に該当する事件を中

心に、交通事故被害者等に対して、交通事故の概要、捜査状況等を積極的

に連絡する。 

また、交通事故被害者等から加害者の行政処分に係る意見の聴取等の期日

等について問合せがあった場合や、交通死亡事故の遺族、重度後遺障害を受

けた者及びその直近の家族から加害者に対する行政処分結果について問合

せを受けた場合には、適切な情報の提供に努める。 

イ 「被害者の手引」及び「現場配布用リーフレット」の配布等により、刑事

手続の流れ、交通事故によって生じた損害の賠償を求める手続、ひき逃げ事

件や無保険車両による交通事故の被害者に国が損害を填補する救済制度、各

種相談窓口等について説明を行うとともに、交通事故被害者等からの要望を

聴取するなど、その心情に配慮した相談活動を推進する。 

 

 

《令和６年中実績》 

 

（１） 交通事故被害者への支援 

対象交通事故４８件に対し、延べ１０２回実施した。 
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第１章 道路交通の安全 

第７節 被害者支援の充実と推進  実施機関 

独立行政法人 

自動車事故対策機構 １ 交通事故被害者支援の充実強化 

（２） 自動車事故被害者等に対する支援 

交通遺児等貸付け、及び重度後遺障害者に対する介護料支給制度のＰＲに

努め、制度利用の促進を図る。 

   ア 被害者援護事業 

（ア）交通遺児等貸付け（無利子） 

初めに  一時金 １５５，０００円  

以 後  月 額 ２０，０００円又は１０，０００円（選択制） 

小・中学校入学時に（希望者のみ）入学支度金 ４４，０００円 

（イ）重度後遺障害者に対する介護料の支給 

介護料は月額で支給。ただし、その月の介護に要した費用（訪問看護、

介護用品等）の負担額が、上限額までの範囲内で支給。 

ａ 常時の介護が必要な方のうち「重度後遺障害診断書」で症状が｢最

重度」であると認められた方 

９９，８１０円～２２６，３３０円 

ｂ 上記以外で常時介護が必要な方 

８５，３９０円～１７７，９５０円 

ｃ 随時の介護が必要な方 

４２，７００円～ ８８，９８０円 

（ウ） ＮＡＳＶＡ交通事故被害者ホットライン 

ＴＥＬ ０５７０－０００７３８ 

 

 

《令和６年度実績》 

○  交通遺児等貸付け  

       貸付者数   ０人 （新規０人、継続０人） 

○  後遺障害保険金、保障金一部立替貸付け及び不履行判決等貸付け 

貸付者数    ０人 

○  重度後遺障害者に対する介護料支給 

    受給者数  ３１人 
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第２章 鉄道及び踏切道における交通の安全 

第１節 鉄道交通の安全の対策 実施機関 
  

松浦鉄道株式会社 
１ 鉄道施設等の安全性の向上 

（１） 鉄道施設等の点検と整備 

鉄道交通の安全を確保するために、軌道や路盤等の施設の保守及び強化を

適切に実施し、保全整備計画に基づき施設、車両等の適切な維持・補修等の

促進を図る。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 鉄道施設等の点検と整備   

レール重軌条化 Ｌ＝６９６ｍ 

        （事業費 ４９，９８５千円） 

 ＴＰＣマクラギ化 ９１２本 

       （事業費 ３９，１６５千円） 

マクラギ更新 １，１２２本 

        （事業費 ３０，８８２千円） 

 法面固定  １箇所 

        (事業費 １１，４６９千円） 

      踏切器具箱更新 １箇所 

            （事業費  ４，７４０千円） 

      橋りょう整備 ２箇所 

             （事業費 １１，２４０千円） 

トンネル整備 １箇所 

             （事業費 １１，６０６千円） 

橋りょう塗装  １箇所 

       （事業費 １５，１２０千円） 

踏切しゃ断機更新 ３組 

       （事業費  ２，７４１千円） 

信号機更新 ６基 

       （事業費  ４，９７３千円） 

転てつ機更新 １箇所 

       （事業費  １．５０４千円） 

通信線更新 １箇所 

       （事業費 １１，２６３千円） 

信号線更新 １箇所 

       （事業費  ４，１２４千円） 

      分岐器重軌条化 １箇所 

            （事業費 ２０，４７４千円） 

      ホームげた更新 １箇所 

            （事業費 ５４，３０８千円） 

      踏切警報機更新 ３組 

            （事業費  ２，５１８千円） 
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第２章 鉄道及び踏切道における交通の安全 

第１節 鉄道交通の安全の対策 実施機関 
  

松浦鉄道株式会社 
２ 鉄道の安全な運行の確保 

（１） 乗務員及び保安要員の教育の充実及び資質の向上 

ア 運転士の定例教育訓練の実施（年４回実施） 

イ 運転指令員の定例教育訓練の実施（年３回実施） 

ウ  テロ対策パートナーシップ長崎出席、伊万里・有田テロ対策パートナー

シップ出席。テロ対策パートナーシップ佐賀出席 

エ 緊急地震速報防災訓練の実施 (年１回実施) 

オ 各種委員会の開催 

全体会議、安全衛生委員会、工務課会議、車両課 

会議の実施（月１回実施） 

カ 運転関係従事者の適性検査の定期的な実施 

キ 添乗指導による個人把握 

 

（２） 列車の運行及び乗務員等の管理の改善 

事故発生時における迅速かつ適切な処置を講ずることができるよう運行

管理体制の充実を図る。 

また、運転士等の就業時における心身状態の把握に努め、職場における安

全管理の徹底を図る。 

 

（３） 気象情報に基づく安全施策 

ア 確実な気象情報及び災害発生情報の収集に努め、関係箇所への迅速な伝

達体制の確立を図る。 

イ 気象異常時における運転取扱いを一層習熟するために教育訓練の充実

を図る。 

   ウ 「緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）」の運用を行っている。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 乗務員及び保安要員の教育の充実及び資質の向上 

ア 運転士の定例教育訓練を実施した。 

令和６年７月１６日～２０日 

令和６年１１月４日～８日 

令和７年１月２０日～１月２４日 

令和７年３月３日～７日 

イ 運転指令員の教育訓練を実施した。 

令和６年９月２３日 

令和６年１１月５日 

令和７年２月１５日 

ウ 異常時運転取扱訓練の実施 

 〇 令和６年１０月２５日（テロ対策パートナーシップ長崎出席） 

令和６年６月１８日（伊万里・有田テロ対策パートナーシップ出席） 
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令和６年４月２４日（テロ対策パートナーシップ佐賀出席） 

 ○ 緊急地震速報防災訓練を実施した。 

  令和６年１１月５日 

○ 救命処置訓練講習会に参加した。 

  令和６年５月２１日 

エ 各種委員会の開催 

全体会議、安全衛生委員会、工務課会議、車両課会議を月に１回実施し 

た。 

オ 運転関係従事者の適性検査を定期的に実施した。 

カ 添乗指導による個人の把握を図った。 

 

（２） 列車の運行及び乗務員等の管理の改善 

事故発生時における迅速かつ適切な処置を講ずることができるよう運行

管理体制の充実を図った。 

また、運転士等の就業時における心身状態の把握に努め、職場における安

全管理の徹底を図った。 

 

（３） 気象情報に基づく安全施策 

ア 気象異常時における運転取扱いを一層習熟するために教育訓練の充実

を図った。 

   イ 「緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）」を活用した。 
 

※ 平成１９年７月２３日鉄道気象に係る長崎地方気象台との気象情報

等の交換に関する協定書を締結 
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第２章 鉄道及び踏切道における交通の安全 

第１節 鉄道交通の安全の対策 実施機関  
松浦鉄道株式会社 

３ 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

（１） 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

ア 春・秋の全国交通安全運動期間中に交通量の多い踏切で、一旦停止を呼

びかけ、踏切の安全通行に対する啓発活動を推進する。 

イ 列車見張員資格認定講習会を実施する。 

ウ 沿線の小中学校に対し、線路内立入や置石等の列車妨害を防止するため

鉄道の安全運行に関する広報活動を推進する。 

       

 

《令和６年度実績》 

 

（１）鉄軌道交通の安全に関する知識の普及 

ア 春・秋の全国交通安全運動期間中に特に交通量の多い踏切で「チラシ」等

の配布を行い、踏切での一旦停止を呼びかけ、踏切道の安全通行に対する広

報活動等を実施した。 

令和６年４月１２日 

イ 列車見張員資格認定講習会を実施した。 

令和６年９月２５日 

ウ 小学生の鉄道の安全利用講習会を実施した。 

    令和６年４月２６日 受講児童 約７０人 
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第２章 鉄道及び踏切道における交通の安全 

第１節 鉄道交通の安全の対策 実施機関 

 

気象庁 佐賀地方気象台 ４ 気象情報等の充実 

(１) 気象情報の提供等 

鉄道交通に影響を及ぼす台風、大雨、大雪、竜巻等の激しい突風、地震、

津波、火山噴火等の自然現象について、的確な実況監視を行い、関係機関、乗

務員等が必要な措置を迅速にとり得るよう、特別警報・警報・予報等を適時・

適切に発表して事故の防止・軽減に努める。 

また、これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、「第

１章第３節 安全運転の確保」で述べた、各種情報の提供、気象知識等の普及

を行う。 

特に、竜巻等の激しい突風による列車転覆等の被害の防止に資するため、

竜巻注意情報を適時・適切に発表するとともに、分布図形式の短時間予測情報

として竜巻発生確度ナウキャストを提供する。 

また、走行中の列車における地震発生時の転覆等の被害の防止に資するた

め、緊急地震速報（予報及び警報）の鉄道交通における利活用の推進を図る。 
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第２章 鉄道及び踏切道における交通の安全 

第１節 鉄道交通の安全の対策 実施機関 
  

松浦鉄道株式会社 
５ 救助・救急体制の充実 

(１) 救助・救急体制の充実 

ア 消防機関と鉄道事業者による災害救助活動における安全を確保するた

め、連携の強化を図る。 

イ 連絡通報体制を確立する。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

(１) 救助・救急体制の充実 

ア 消防機関と鉄道事業者による災害救助活動における安全を確保し、連携

の強化を図った。 

イ 連絡通報体制の確立を図った。 
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第２章 鉄道及び踏切道における交通の安全 

第２節 踏切道における交通の安全の対策 実施機関   
九州旅客鉄道株式会社 

１ 踏切道の安全確保 

（１） 踏切道付近の道路形状を考慮した踏切事故防止対策の推進 

踏切道の道路幅が狭いことによる車の脱輪や、踏切道に近接した道路交差

点の交通渋滞等に伴い、線路内に車がトリコになる事故が発生していること

から、踏切幅を明確にする可倒式ポールの設置及び落輪スロープ設置を計画

的に実施していくとともに、危険な踏切道の廃止、改良、交通規制強化等の

対策を実施するよう道路管理者等と協議を推進していく。 

 

（２） 広報活動の推進 

通行者のマナーアップと線路にトリコになった際の非常対応方法等につい

て、年間を通じて広報活動等を行っていく。 

特に、児童生徒の事故防止のため、踏切通行について教育機関などに指導

をお願いしていく。 

また、交通違反による事故防止を図るため、所轄警察署などに対し、踏切

での一旦停止違反等の指導取締り強化をお願いしていく。 

 

（３） 遮断機、警報機のない踏切の安全対策の推進 

遮断機、警報機のない危険な踏切道の事故防止を図るため、道路管理者及

び自治体とタイアップして、踏切道の廃止を推進し、廃止困難箇所について

は、遮断機・警報機の設置を行うよう道路管理者と協議を推進していく。 

 

 

《令和６年度実績》 

 

（１） 踏切道付近の道路形状を考慮した踏切事故防止対策の推進 

ア 春と秋の全国交通安全週間、ＧＷ、夏季、年末年始の連休前並びに線路

巡回時の全踏切の点検と修繕の実施（全踏切２８０箇所） 

イ 踏切道の修繕 （２０箇所） 

ウ 踏切視認性向上のための可倒式ポールの設置（０箇所） 

エ 踏切道の見通し確保のための伐採 （４４箇所） 

 

（２）啓発活動の推進 

ア 啓発活動の実施    

（ア）踏切事故防止用チラシ・クリアファイルの製作及び配布 

（イ）佐賀駅前交流広場や保育園での踏切教室の開催 

 

（３） 地震・津波発生時の避難誘導経路、また避難地図の掲出・訓練 

    ・避難地図掲出 ２１箇所 大規模地震想定訓練１回 
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（４） 視覚障害者用誘導・警告ブロック及びホーム端の転落防止柵等の点検 

    ・鹿児島線  ６駅（けやき台～肥前旭） 

    ・唐津線  １２駅（小城～西唐津） 

    ・筑肥線  １４駅（浜崎～伊万里） 

    ・佐世保線  ８駅（大町～有田）・ 
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令和７年６月 10 日 
佐賀県交通安全対策会議 
事務局：佐賀県くらしの安全安心課 
        交通事故防止特別対策室 
直通：0952-25-7060 内線：1629・1676 
E-mail: kurashianzen@pref.saga.lg.jp 
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